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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には消費税等は含まれていない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式がないため記載していない。 

回次 第100期 第101期 第102期 第103期 第104期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（百万円） 87,923 87,931 127,299 136,256 147,053 

経常利益（百万円） 659 1,706 6,076 7,794 8,699 

当期純利益又は当期純損失

（△）（百万円） 
△6,290 387 3,141 4,424 5,135 

純資産額（百万円） 18,129 18,549 21,659 30,142 35,323 

総資産額（百万円） 97,036 92,288 94,289 91,304 97,865 

１株当たり純資産額（円） 176.88 181.13 211.56 264.77 310.40 

１株当たり当期純利益又は当

期純損失（△）（円） 
△61.36 3.78 30.68 41.91 44.46 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 18.7 20.1 23.0 33.0 36.1 

自己資本利益率（％） － 2.1 15.6 18.3 15.7 

株価収益率（倍） － 19.3 8.8 9.6 15.0 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
603 6,010 8,003 6,858 9,171 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
807 1,764 △2,481 △2,544 △6,263 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△5,371 △4,518 △7,370 △6,640 △4,636 

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円） 
6,756 9,839 7,878 5,510 3,903 

従業員数 

（ほか、平均臨時雇用者数）

（名） 

3,038 

(167) 

3,030 

(62) 

3,010 

(221) 

3,085 

(279) 

3,442 

(415) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には消費税等は含まれていない。 

２ 従業員数は、就業人員数を表示している。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式がないため記載していない。 

回次 第100期 第101期 第102期 第103期 第104期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（百万円） 66,758 70,399 109,759 113,816 119,456 

経常利益（百万円） 438 1,416 4,753 5,344 6,278 

当期純利益又は当期純損失

（△）（百万円） 
△6,798 249 2,118 2,440 3,751 

資本金（百万円） 5,977 5,977 5,977 8,070 8,070 

発行済株式総数（千株） 102,507 102,507 102,507 114,007 114,007 

純資産額（百万円） 18,770 19,344 21,644 28,094 31,526 

総資産額（百万円） 82,415 79,893 82,050 77,590 81,385 

１株当たり純資産額（円） 183.14 188.89 211.42 246.79 277.02 

１株当たり配当額 

（内１株当たり中間配当額）

（円） 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

5.00 

(2.50) 

6.00 

(3.00) 

１株当たり当期純利益又は当

期純損失（△）（円） 
△66.32 2.43 20.69 22.90 32.35 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 22.8 24.2 26.4 36.2 38.7 

自己資本利益率（％） － 1.3 10.3 10.5 12.6 

株価収益率（倍） － 30.0 13.0 17.6 20.6 

配当性向（％） － － － 21.8 18.5 

従業員数（名） 1,729 1,722 1,718 1,729 1,986 



２【沿革】 

年月 摘要 

大正14年２月 当社前身「合資会社プレッス作業所」創業（東京都品川区） 

昭和４年５月 自動車部分品部門に進出 

昭和９年６月 会社組織を株式会社に改め、「プレス工業株式会社」と改称 

昭和12年12月 本社・工場とも川崎市に移転 

昭和36年８月 株式を東京証券取引所市場第一部に上場 

昭和36年10月 藤沢工場稼動開始（神奈川県藤沢市） 

昭和42年７月 自動車組立部門に進出 

昭和43年11月 尾道工場稼動開始（広島県尾道市） 

昭和46年10月 尾道プレス工業株式会社（現・連結子会社）を設立 

昭和47年３月 株式会社協和製作所（現・連結子会社）を買収 

昭和51年10月 宇都宮工場稼動開始（栃木県下野市） 

昭和52年３月 建設機械用部分品部門に進出 

昭和63年７月 合弁会社 PK U.S.A.,INC.（現・連結子会社）を米国に設立 

平成４年５月 スウェーデン国 PP Press & Platgruppen AB（現・関連会社）に出資 

平成７年12月 タイ国 合弁会社 THAI SUMMIT PKK CO.,LTD.（現・関連会社）に出資 

平成９年３月 タイ国 合弁会社 THAI SUMMIT PKK BANGNA CO.,LTD.（現・関連会社）に出資  

平成13年８月 鈑金工業株式会社（現・連結子会社）に出資 

平成14年３月 タイ国 合弁会社 THAI SUMMIT PKK ENGINEERING CO.,LTD.（現・関連会社）に出資 

平成16年７月 合弁会社 蘇州普美駕駛室有限公司（現・連結子会社）を中国に設立 

平成16年７月 株式会社協和製作所（現・連結子会社）が株式会社メタルテクノ（現・連結子会社）を設立 

 平成17年４月  株式会社プレス工業埼玉製作所を簡易合併し、埼玉工場として稼動開始（埼玉県川越市） 

 平成17年９月  PRESS KOGYO (THAILAND) CO., LTD.（現・非連結子会社）をタイ国に設立 

平成17年11月 合弁会社 普利適優迪車橋（杭州）有限公司（現・非連結子会社）を中国に設立 

平成17年12月 THAI SUMMIT PKK CO., LTD.（現・関連会社）がSIAM AUTO MANUFACTURING CO., LTD. （現・関

連会社）を買収 



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、子会社14社及び関連会社６社で構成され、自動車部分品、自

動車組立、自動車用プレス金型及び組立機器、建設機械用部分品の製造販売等を営んでいる。 

 当社グループの事業の内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりである。 

自動車部分品………  自動車メーカーからの受注に基づき、フレーム、アクスル、サスペンション、パネル等を

当社が製造販売しているが、㈱メタルテクノ、信和塗装工業㈱、尾道プレス工業㈱及び鈑金

工業㈱がその一部について外注加工している。 

 なお、設計の一部については、㈱テクモに委託しているほか、補助材料等の一部について

は、㈱ピーケーシーより仕入れている。 

 PK U.S.A.,INC.は北米、PP Press & Platgruppen ABは欧州で生産している自動車メーカ

ーからの受注に基づき、現地で製造販売している。 

 普利適優迪車橋（杭州）有限公司は中国で生産している自動車メーカーからの受注に基づ

き、平成19年１月より現地で製造販売する予定である。 

 THAI SUMMIT PKK CO.,LTD.、THAI SUMMIT PKK BANGNA CO.,LTD.、SIAM AUTO MANUFACTURI

NG CO.,LTD.はタイで生産している自動車メーカーからの受注に基づき、現地で製造販売し

ている。なお、一部についてはPRESS KOGYO (THAILAND) CO.,LTD.が販売する予定である。 

自動車組立………… 

自 動 車用プレス… 

金型及び組立機器 

 自動車メーカーからの受注に基づき、自動車完成車両を当社が組立販売している。 

 当社が製造販売している。 

 なお、設計の一部については、㈱テクモに委託している。 

 THAI SUMMIT PKK ENGINEERING CO.,LTD.は、THAI SUMMIT PKK CO.,LTD.、THAI SUMMIT PK

K BANGNA CO.,LTD.からの受注に基づき、現地で製造販売している。なお、一部についてはP

RESS KOGYO (THAILAND) CO.,LTD.が販売する予定である。 

建設機械用部分品…  建設機械メーカーからの受注に基づき、当社及び㈱メタルテクノが製造し、当社及び㈱協

和製作所が販売している。 

 また、当社が製造販売しているものの一部については尾道プレス工業㈱が外注加工してい

る。  

 蘇州普美駕駛室有限公司は中国で生産している建設機械メーカーからの受注に基づき、現

地で製造販売している。 

その他………………  建築関連部分品については当社が製造販売している。 

 道路反射鏡については㈱メタルテクノが製造し、㈱協和製作所が販売している。 

 ㈱ピーケーサービスは当社の各施設の清掃及び生活用品の販売等のサービスの提供を行っ

ている。 

 ピー・アンド・ケー物流㈱は当社製品等の運送を行っている。 



 事業の系統図は以下のとおりである 



４【関係会社の状況】 

名称 住所 
資本金又
は出資金 
（百万円） 

主要な事業
の内容 

議決権の所
有割合 
（％） 

関係内容 

役員の兼任 

資金の援助 営業上の取引 設備の賃貸借 
当社役
員 

当社従
業員 

（連結子会社）          

㈱協和製作所 栃木県真岡市 100 
自動車部分

品の製造 
100.00 2 3 

当社が債務を

保証  

当社自動車部

分品の製造 

当社が機械を

賃貸 

㈱ピーケーサー

ビス 

神奈川県藤沢

市 
100 

福利厚生施

設の運営 
100.00 － 3 

当社が債務を

保証 

当社福利厚生

施設の運営 

当社が建物を

賃貸 

当社が建物を

賃借 

㈱ピーケーシー 東京都大田区 50 資材の販売 100.00 1 2 － 
当社への資材

販売 

当社が建物を

賃貸 

ピー・アンド・

ケー物流㈱ 
川崎市川崎区 32 

自動車部分

品の運送 
100.00 1 1 

当社が債務を

保証 

当社自動車部

分品の運送 

当社が土地、

建物を賃貸 

㈱テクモ 
神奈川県藤沢

市 
20 

自動車部分

品の設計 
100.00 1 2 同上 

当社自動車部

分品の設計 
－ 

尾道プレス工業

㈱ 
広島県尾道市 15 

自動車部分

品の製造 
83.33 1 2 － 

当社自動車部

分品の製造 
－ 

信和塗装工業㈱ 川崎市川崎区 20 同上 100.00 1 2 
当社が債務を

保証 
同上 

当社が土地、

建物、機械を

賃貸 

鈑金工業㈱ 
神奈川県藤沢

市 
25 同上 100.00 1 2 同上 同上 

当社が機械を

賃貸 

㈱メタルテクノ 栃木県真岡市 10 同上 
100.00 

(100.00)
1 3 － 同上 － 

PK U.S.A.,INC. 

（注）３.４.５ 

米国インディ

アナ州シェル

ビービル市 

千US$ 

37,100 
同上 75.00 1 2 

当社が債務を

保証 

当社が技術援

助 

当社製品の販

売 

－ 

OCEAN STREAM 

ENTERPRISE,INC. 

米国インディ

アナ州シェル

ビービル市 

千US$ 

400 

福利厚生施

設の運営 
100.00 － 1 － － － 

蘇州普美駕駛室

有限公司 

中華人民共和

国江蘇省蘇州

市 

千US$ 

6,000 

建設機械用

部分品の製

造 

65.00 2 1 
当社が債務を

保証 

当社が技術援

助 

当社製品の製

造販売 

－ 

（持分法適用関

連会社） 
         

THAI SUMMIT  

PKK CO.,LTD. 

タイ国チョン

ブリ県 

千THB 

300,000 

自動車部分

品の製造 
49.00 3 2 

当社が債務を

保証 

当社が技術援

助 

当社が営業援

助 

－ 

THAI SUMMIT 

PKK BANGNA  

CO.,LTD. 

タイ国サムッ

トプラカーン

県 

千THB 

150,000 
同上 49.00 3 2 － 同上 － 

 



 （注）１ 議決権の所有割合の（内書）は間接所有である。 

２ 上記のうちには、有価証券届出書または有価証券報告書を提出している会社はない。 

３ PK U.S.A.,INC.は特定子会社に該当する。 

４ PK U.S.A.,INC.については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が

10％を超えているが、当連結会計年度における所在地別セグメント「アメリカ」の売上高に占める

PK U.S.A.,INC.の売上高（セグメント間の内部売上高又は振替高を含む）の割合が、90％を超えているため、

主要な損益情報等の記載を省略している。 

名称 住所 
資本金又
は出資金 
（百万円） 

主要な事業
の内容 

議決権の所
有割合 
（％） 

関係内容 

役員の兼任 

資金の援助 営業上の取引 設備の賃貸借 
当社役
員 

当社従
業員 

THAI SUMMIT 

PKK  

ENGINEERING  

CO.,LTD. 

タイ国チョン

ブリ県 

千THB 

50,000 
金型の製造 49.00 3 2 － 

当社が技術援

助 

当社が営業援

助 

－ 

PP Press &  

Platgruppen AB 

スウェーデン

国オスカーハ

ム市 

千SEK 

7,902 

自動車部分

品の製造 
50.00 2 － 

当社が運転資

金を貸付 
－ － 

SIAM AUTO 

MANUFACTURIN

G CO., LTD. 

 （注）６ 

  

タイ国チョン

ブリ県 

千THB 

100,000 
 同上 

49.00 

(49.00)
3 2  － 

当社が技術援

助 

当社が営業援

助  

－ 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員である。 

２ 従業員数の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員である。 

３ 自動車部分品部門、自動車組立部門及び建設機械用部分品部門については、生産ラインが明確に区分できな

いため、従業員数を区分して表示していない。 

４ 全社（共通）として記載されている従業員数は、特定の事業部門に区分できない管理部門に所属しているも

のである。 

５ 従業員数増加の主な理由は、新卒者等の採用、蘇州普美駕駛室有限公司の本格稼動及びPK U.S.A.,INC.ミシ

シッピ工場の買収によるものである。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員である。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。 

３ 従業員数増加の主な理由は、新卒者等の採用及び株式会社プレス工業埼玉製作所との簡易合併によるもので

ある。 

(3）労働組合の状況 

 当社の労働組合は、プレス工業労働組合と称し、平成18年３月31日現在における組合員数は1,706人で、上部団

体の全国いすゞ自動車関連労働組合連合会に加盟している。また、関係会社については個々に労働組合を結成して

いる。なお、労使関係は協調的で安定しており、特記すべき事項はない。 

  平成18年３月31日現在

事業部門 従業員数（名） 

自動車部分品   

自動車組立 2,889 (388) 

建設機械用部分品   

自動車用プレス金型及び組立機器 147 (5) 

その他 283 (22) 

全社（共通） 123   

合計 3,442 (415) 

  平成18年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

1,986 40.2 18.9 5,888,701 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度の国内経済は、原油価格の高騰などの懸念材料もあったが、民間設備投資、個人消費ともに堅調で

景況感の改善がみられた。 

 当社グループに関する事業環境については、国内普通トラック需要は新長期排ガス規制の影響により前年同期に比

べ約６千台増加の106千台となり、また建設機械についても国内需要、輸出ともに好調で、当社の生産は高水準で推

移した。 

 このような状況の中で当社は、平成16年11月に策定した「新・中期経営計画（平成18年３月期から平成20年３月期

まで）」の目標とする「新たな成長へ“更なる挑戦”」の初年度として、合理化や物造り改革の推進のための設備投

資、また、海外への投融資を積極的に行った。 

 国内においては、当連結会計年度の主な新規受注として三菱自動車工業株式会社よりRV系リヤアクスルユニット組

立、マツダ株式会社よりボンゴ系トラックのフレーム製造を新規受注し、当社のコア商品（フレーム・アクスル・サ

スペンション・建設機械用キャブ）の専門メーカーの地位を確立するため拡販活動を行った。 

 米国においては、平成17年９月に子会社PK U.S.A.,INC.とBLUE RIVER STAMPING,INC.を合併し生産体制の効率化を

図るとともに、同年12月にはNISSAN NORTH AMERICA,INC.より工場を買収し、PK U.S.A.,INC.ミシシッピ工場として

稼動させ、北米における生産拠点の再編・拡充を図った。 

 タイ国においては、平成17年９月に開発・受注～製造～品質保証までを担うPRESS KOGYO (THAILAND) CO.,LTD.を

設立し、さらに同年12月には関連会社のTHAI SUMMIT PKK CO., LTD.がSIAM AUTO MANUFACTURING CO.,LTD.よりSIA

M AUTO MANUFACTURING CO.,LTD.を買収し、同国における生産体制の強化を図った。 

 中国においては、平成17年７月に建設機械用キャブの製造を目的とする蘇州普美駕駛室有限公司の生産が本格化す

るとともに、同年11月には日産ディーゼル工業株式会社との間で大型トラック・バス用のアクスルの製造を目的とし

た子会社である普利適優迪車橋（杭州）有限公司を設立した。 

 当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度比107億96百万円（7.9％）増の1,470億53百万円となった。 

 事業部門別の業績は次のとおりである。 

（自動車部分品部門） 

 普通トラック需要の増加により、売上高は前連結会計年度比66億83百万円（7.9％）増の912億90百万円となった。

（自動車組立部門） 

 マツダ株式会社のトラック系商用車の組立台数の増加により、売上高は前連結会計年度比４億31百万円（1.7％）

増の262億93百万円となった。 

（建設機械用部分品部門） 

 輸出用を中心とした建設機械用キャブの受注増加及び子会社である蘇州普美駕駛室有限公司（中国）の生産が開始

されたことにより、売上高は前連結会計年度比43億45百万円（32.8％）増の175億98百万円となった。 

（自動車用プレス金型及び組立機器部門） 

 金型の受注減少等により、売上高は前連結会計年度比7億90百万円（11.4％）減の61億26百万円となった。 

（その他） 

 建築関連部分品及びスクラップ売上の増加により、売上高は前連結会計年度比１億26百万円（2.2％）増の57億43

百万円となった。 

 利益については、営業利益は前連結会計年度比４億50百万円（5.4％）増の87億21百万円、経常利益は前連結会計

年度比９億４百万円（11.6％）増の86億99百万円、当期純利益は前連結会計年度比７億10百万円（16.1％）増の51億

35百万円となった。 

 当連結会計年度のセグメント情報については、所在地別セグメントの業績は、日本の売上高は前連結会計年度比71

億86百万円（5.8％）増の1,304億14百万円、営業利益は前連結会計年度比２億１百万円(2.3％)増の90億38百万円、

アメリカの売上高は前連結会計年度比14億65百万円（10.0％）増の161億61百万円、営業利益は前連結会計年度比37

百万円（2.5％）増の14億96百万円、その他(中国)の売上高は前連結会計年度比８億74百万円増の８億74百万円、営

業利益は前連結会計年度比３億20百万円増の２億35百万円となった。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により得られた資金は、前連結会計年度比23億12百万円（33.7％）増の91億71百万円となった。これは主

として普通トラックの需要の増加により、税金等調整前当期純利益、売上債権及び仕入債務が増加したことによるも

のである。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動で使用した資金は、前連結会計年度比37億19百万円(146.2％)増の62億63百万円となった。これは主とし

て有形固定資産の取得及び投資有価証券の取得による支出が増加したことによるものである。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動で使用した資金は、前連結会計年度比20億３百万円(30.2％)減の46億36百万円となった。これは主として

短期借入金が増加したが、株式発行による収入がなくなり、社債の償還による支出が発生したことによるものであ

る。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度の生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりである。 

 （注） 金額は販売価格によっており、消費税等は含まれていない。 

(2）受注実績 

 当連結会計年度の受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりである。 

 （注） 金額は販売価格によっており、消費税等は含まれていない。 

(3）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりである。 

 （注）１ 金額は販売価格によっており、消費税等は含まれていない。 

２ 自動車部分品には、受取技術支援料及び受取営業支援料を含めて表示している。 

３ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

事業部門 生産高（百万円） 前年同期比（％） 

自動車部分品 89,876 7.8 

自動車組立 26,293 1.7 

建設機械用部分品 17,598 32.8 

自動車用プレス金型及び組立機器 6,126 △11.4 

その他 4,384 1.3 

合計 144,279 7.9 

事業部門 
受注高 
（百万円） 

前年同期比（％） 
受注残高 
（百万円） 

前年同期比（％） 

自動車部分品 93,742 9.0 18,894 25.7 

自動車組立 27,698 13.0 5,638 33.2 

建設機械用部分品 18,927 40.2 4,005 49.6 

自動車用プレス金型及び組立機

器 
6,069 △6.6 1,009 △5.3 

その他 4,295 △2.9 651 △12.0 

合計 150,732 11.7 30,199 27.2 

事業部門 販売高（百万円） 前年同期比（％） 

自動車部分品 91,290 7.9 

自動車組立 26,293 1.7 

建設機械用部分品 17,598 32.8 

自動車用プレス金型及び組立機器 6,126 △11.4 

その他 5,743 2.2 

合計 147,053 7.9 

相手先 
前連結会計年度 当連結会計年度 

販売高（百万円） 割合（％） 販売高（百万円） 割合（％） 

マツダ㈱ 26,936 19.8 27,611 18.8 

日産ディーゼル工業㈱ 25,185 18.5 27,149 18.5 

いすゞ自動車㈱ 25,066 18.4 25,395 17.3 



３【対処すべき課題】 

 今後の見通しについては、米国経済の動向や、原油価格の変動等の不安はあるが、国内経済は民間設備投資、個人

消費ともに堅調を維持し、景況感の改善は更に進むものと思われる。 

 当社グループに関する事業環境については、国内普通トラック需要は新長期排ガス規制の影響により、高い水準が

見込まれるが、平成19年以降は特需も一巡し、需要の減少が予想される。建設機械については引続き国内需要、輸出

ともに堅調に推移する見込みである。 

 このような状況の中、当社グループは引続き「新・中期経営計画」を遂行し、企業ビジョンである「コア商品世界

No.1を目指す」のもと、コア商品のモジュール化・システム化による付加価値の拡大並びに海外に軸足を置いた事業

展開を図る予定である。 

 喫緊の課題としては、現場力の向上並びに技術力の強化に主眼を置き、物造り改革（Press Kogyo Production Wa

y）を推進し、品質、生産性を高めるとともに、次世代ラインの構築のための設備投資を積極的に行っていく予定で

ある。また、より高い収益性を実現するため、引き続き「CFT活動（社内ミニ・カンパニー制）」の更なる強化を図

っていく予定である。 

 海外事業については、米国においてはコア商品であるフレーム、アクスル事業の展開の検討を行うとともに、タイ

国においてはTHAI SUMMIT PKK CO.,LTD.グループの出資比率を引上げ連結子会社化し、経営体制を強化する予定であ

る。中国においては、平成17年11月に設立した普利適優迪車橋（杭州）有限公司が平成19年１月より生産を開始する

見込みで、今後も北米、タイ、中国を中心にグローバル展開を加速させていく予定である。 

４【事業等のリスク】 

 以下において、当社グループの事業その他に関するリスク要因になると考えられる主な事項を記載している。 

 当社グループは、これらのリスクの存在を認識したうえで、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針であ

る。 

 なお、以下における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものである。

 

 (1) 自動車業界及び自動車部品業界の環境変化 

 当社グループが主として事業を展開する自動車及び自動車部品業界においては、近年、グローバルな規模で企業間

の経営統合並びに資本及び事業提携等の再編が加速している。 

 また、従前と比較して、グローバル市場における需要変化の影響を大きく受けるようになっており、あわせて、自

動車メーカーにおける世界最適調達の方針のもと、自動車部品企業の選別が厳しくなっている。 

 これらに伴い、自動車部品業界におけるグローバルレベルでの品質・コスト等に関する競争が激化しており、他社

との競合が当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がある。 

 

 (2) 自動車部分品及び自動車組立事業と普通トラック国内需要等への依存 

 当社グループは、主として自動車メーカーからの受注に基づき、自動車部分品の製造及び自動車完成車両の組立に

関する事業を行っており、当連結会計年度の連結売上高のうち、自動車部分品事業は62.1％、自動車組立事業は

17.9％を占めている。 

 当社グループの最近５事業年度における事業別の売上高は、次のとおりである。 

 自動車部分品事業においては、主としていすゞ自動車株式会社、日産ディーゼル工業株式会社及び三菱ふそうトラ

事業 

平成14年３月期 平成15年３月期 平成16年３月期 平成17年３月期 平成18年３月期 

金額 

(百万円) 

構成比 

(％) 

金額 

(百万円) 

構成比 

(％) 

金額 

(百万円) 

構成比 

(％) 

金額 

(百万円) 

構成比 

(％) 

金額 

(百万円) 

構成比 

(％) 

自動車部分品 68,194 77.6 70,079 79.7 85,631 67.3 84,606 62.1 91,290 62.1 

自動車組立 2,909 3.3 410 0.5 20,249 15.9 25,861 19.0 26,293 17.9 

建設機械用部分品 7,253 8.2 8,251 9.4 10,999 8.6 13,253 9.7 17,598 12.0 

自動車用プレス金型

及び組立機器 
4,976 5.7 4,733 5.4 5,361 4.2 6,917 5.1 6,126 4.1 

その他 4,588 5.2 4,455 5.0 5,057 4.0 5,617 4.1 5,743 3.9 

合計 87,923 － 87,931 － 127,299 － 136,256 － 147,053 － 



ック・バス株式会社からの受注に基づき、トラック関連部分品（特に普通トラック（積載量４ｔ以上）のフレーム、

アクスル、サスペンション等）の製造を行っている。 

 よって、普通トラックの国内需要（特に排ガス規制に伴う買替需要の変動）及び輸出の変動、自動車メーカーの生

産計画及び発注先の変更並びに受注価格の変動等が当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があ

る。  

 自動車組立事業においては、マツダ株式会社からの受託に基づき、トラックの組立を当社尾道工場（広島県）にお

いて行っている。最近５年間においては、平成13年３月期から平成14年３月期までは、主としていすゞ自動車株式会

社からの受託に基づき、輸出用１ｔピックアップ車の組立を行っていたが、平成13年12月に関東地区において自動車

組立事業から撤退したため、平成15年３月期は自動車組立事業の連結売上高が大幅に減少した。 

 マツダ株式会社から組立を受託しているトラック３車種（タイタンダッシュ、ボンゴトラック、ボンゴブローニイ

トラック）については、マツダ株式会社の生産計画及び発注先の変更並びに受注価格の変動等が当社グループの経営

成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がある。 

 

 (3) 建設機械用部分品の事業展開 

 当社グループは、自動車組立事業で培った生産技術及びノウハウを生かして、昭和52年より建設機械用部分品事業

に進出している。建設機械用部分品事業においては、主として新キャタピラー三菱株式会社、住友建機製造株式会

社、日立建機株式会社及び株式会社小松製作所等からの受注に基づき、油圧ショベル等の建設機械用キャブ（操縦

室）の製造を行っている。 

 よって、建設機械の国内需要及び輸出の変動、建設機械メーカーの生産計画及び発注先の変更並びに受注価格の変

動等が、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がある。 

 

 (4) 自動車用プレス金型及び組立機器の事業展開 

 当社グループは、主として自動車メーカーからの受注に基づき、自動車部分品の製造とあわせて自動車用プレス金

型及び組立機器の製造を行っている。 

 自動車用プレス金型及び組立機器は、自動車メーカーにおけるモデルチェンジ及び対象部品の設計変更等の際に受

注が集中するケースが多く、自動車メーカーにおけるモデルチェンジ等のタイミングが、自動車メーカーの発注先の

変更及び受注価格の変更とあわせて、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がある。 

 

 (5) 海外における事業展開 

 当社グループは、現在、北米（アメリカ）、欧州（スウェーデン、ベルギー）、アジア（タイ、中国）に生産拠点

を置き海外展開をはかっており、当連結会計年度の売上高のうち、海外売上高は13.6％を占めている。 

 今後、海外市場における成長の機会を捉え、海外拠点の拡充と新たな海外進出をはかることは、当社グループの企

業価値を向上させるうえで必要不可欠と考えている。 

 海外拠点の拡充については、次のとおりである。 

  ① 平成17年９月、開発・受注～製造～品質保証までを担うPRESS KOGYO (THAILAND) CO.,LTD.を設立した。 

  ② 平成17年11月、日産ディーゼル工業株式会社と大型トラック・バスのアクスルの製造を目的とした合弁会社普

     利適優迪車橋（杭州）有限公司を設立した。 

  ③ 平成17年12月、NISSAN NORTH AMERICA,INC.より工場を買収し、PK U.S.A.,INC.ミシシッピ工場とした。 

  ④ 平成17年12月、持分法適用関連会社であるTHAI SUMMIT PKK CO.,LTD.が、SIAM NISSAN AUTOMOBILE CO.,LTD. 

     よりSIAM AOTO MANUFACTURING CO.,LTD.を買収し、同社を当社の持分法適用関連会社とした。 

 海外展開については、当該国の政治及び経済情勢並びに法律及び規制の変更、当該合弁先及び当該取引先の経営状

態の変化、為替動向等が、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がある。 

 

 (6) 部品・材料の調達及び価格の変動 

 当社グループは、事業活動において必要な部品及び材料を多くの外部供給業者より購入している。 

 供給業者については、安定的な供給と当社グループが競争力を維持できる価格の観点から、合理的な供給業者を選

定しているが、一部の部品及び材料については、特定の供給業者から購入している。 

 また、2004年３月期より鉄鋼材の価格が、中国をはじめとする世界的な鉄鋼需要の増加及び鉄鋼石・石炭の原材料

価格の高騰等から上昇している。 

 よって、供給業者が製造した部品の欠陥及び供給業者の経営状態の悪化並びに部品及び材料の価格変動等が、当社

グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がある。 



 (7) 製造物責任 

 当社グループは、万全な品質管理体制の構築に努めるとともに、当社及び海外生産拠点においては品質管理基準に

関する公的機関の認証を受けているが、当社グループが製造する製品に欠陥が生じる可能性がある。 

 これらが発生した場合、当社グループは欠陥が原因で生じた損失に対する賠償責任を問われる可能性があるととも

に、欠陥への対応も含めて多大な費用が発生する場合がある。 

 さらには、これらが生じた結果、当社グループの社会的評価が下落し、受注の減少につながる場合もあるので、当

社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がある。 

 

 (8) 環境規制の遵守 

 当社グループの事業活動は、大気汚染、水質汚濁及び危険物質の取扱い等様々な環境規制の適用を受けている。 

 当社グループは、平成17年４月１日に合併した埼玉工場を除く当社全工場においてＩＳＯ１４００１の認証を受け

る等環境マネジメントシステムの構築に努めるとともに、環境規制を遵守すべく環境保全活動の推進及び製造工程に

おける環境負荷低減に取り組んでいる。なお、埼玉工場は現在ＩＳＯ１４００１の認証取得準備中である。 

 これらの環境規制に適合しない場合、規制違反が原因で生じた損失に対する賠償責任を問われ、また、行政から操

業停止の処分を受ける場合がある。さらには、当社グループの社会的評価が下落し、受注の減少につながる場合もあ

る。 

 また、これらの環境規制が強化された場合は、その対応のために多大な費用がかかる場合があり、当社グループの

経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がある。 

 

 (9) 有利子負債への依存 

 当社グループは、平成14年３月期から当連結会計年度まで、中期経営計画における財務構造改革に基づき、本格的

に有利子負債の削減を進めてきた。 

 平成18年３月期以降も有利子負債の削減と自己資本の充実に努めてゆくが、金利動向等の金利情勢に変化がある場

合は、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がある。 

 最近５事業年度における有利子負債に関する状況は、次のとおりである。 

 （注）１ デット・エクイティ・レシオ(倍) ：期末有利子負債残高／期末自己資本 

    ２ インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍) ：営業キャッシュ・フロー／利息の支払額 

(10) 退職給付債務及び退職給付費用 

 当社及び一部の国内連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けてい

る。 

 また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない特別退職

金を支払う場合がある。 

  平成14年３月期 平成15年３月期 平成16年３月期 平成17年３月期 平成18年３月期 

有利子負債残高(百万円) 48,857 43,865 35,248 24,507 20,637 

内訳 

短期借入金(百万円) 29,228 26,018 17,349 11,483 12,833 

一年以内償還予定社

債(百万円) 
－ － 100 1,600 100 

社債(百万円) 1,500 1,500 1,900 300 200 

長期借入金(百万円) 16,771 14,917 15,475 10,794 7,344 

受取手形割引高 

(百万円) 
1,357 1,428 423 330 159 

自己資本(百万円) 18,129 18,549 21,659 30,142 35,323 

デット・エクイティ・レシオ

(倍)              （注）１ 
2.7 2.4 1.6 0.8 0.6 

営業キャッシュ・フロー 

(百万円) 
603 6,010 8,003 6,858 9,171 

利息の支払額(百万円) 1,192 1,079 979 691 557 

インタレスト・カバレッジ・

レシオ(倍)        （注）２ 
0.5 5.6 8.2 9.9 16.5 



 なお、一部の国内連結子会社及び在外連結子会社は、確定拠出型の制度を設けている。 

 当社グループの退職給付債務及び退職給付費用は割引率や期待運用収益等の前提条件に基づき計算されている。当

社は平成15年３月厚生年金基金を解散し、退職給付債務の削減を図っているが、これらの前提条件の変更、年金資産

の運用結果等が、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がある。 

５【経営上の重要な契約等】 

      該当事項なし。 

６【研究開発活動】 

 当連結会計年度における研究開発活動は、アクスル、フレーム、サスペンション、建設機械用キャブという当社の

コア商品の世界Ｎｏ.１実現を目指し、塑性加工技術、接合技術、塗装技術などの要素加工技術に加え、ＦＥＭ解析

技術、実験評価技術、設計標準データベース等の深耕に注力してきた。また、全社展開しているＰＰＷ（Presskogy

o Production Way）活動、ＣＦＴ（Cross Functional Team）に対する支援活動を行い、生産性向上・コスト削減の

具現化に向けたベースとなる技術データの蓄積・開発を実施してきた。なお、当連結会計年度の研究開発費の総額は

67百万円となっている。  

 事業部門別の研究開発活動の内容は次のとおりである。 

 (1) 自動車部分品部門  

 自動車部分品に関しては、客先カーメーカー、トラックメーカーより、国内外を問わず、コア商品の新規試作受

注、量産受注が続いている。その中で、コア商品の更なる拡販およびワールドワイドな次世代製品への対応、品質信

頼性向上を目指し、性能評価設備の拡充、新加工方法、基礎要素技術の開発を行ってきた。また、環境規制に配慮し

た塗料の選定・評価を実施し、工場導入、製品適用を実施してきた。 

 (2) その他の部門 

 その他部門に関しては、建設機械用キャブの商品力向上、さらなる品質信頼性向上を図るため、異形鋼管加工技術

の深耕、新溶接施工方法の調査・導入検討等を実施してきた。今後、ＥＯＰＳ(転倒時保護構造)規制対応建機キャブ

の開発などで、これまで培ってきた設計企画力、異形鋼管や鋼管の加工技術をさらに発展させていく所存である。 

 (3) 全社共通 

 地球環境保全も当社の最重点課題の一つである。国内全工場、事務所においてＩＳＯ14001を遵守した活動を継続

している。また品質マネージメントシステムＴＳ16949の認証取得にも現在、全社をあげて取り組んでいる。当連結

会計年度においても、環境を重視し将来を見据え、薄板から厚板まで軽量化、ハイテン化に備えた成形技術、接合技

術、ＦＥＭ(構造解析)シミュレーション技術の研究開発およびその活用、データ蓄積にも力を注いできた。 

 今後、ますますモデルチェンジの短期間化、開発期間の短縮が加速していく中、ＦＥＭ(構造解析)シミュレーショ

ン技術のみでなく弊社の生産ノウハウ技術も含めた形でのデジタルエンジニアリングが重要視されるのは確実であ

り、これらを見据えた研究開発活動を行っていく所存である。  



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 当連結会計年度における経営成績及び財政状態の分析は、以下のとおりである。 

以下における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものである。 

 

(1) 財政状態の分析 

 当社グループは、有利子負債の削減と事業収益の確保により、財務体質とキャッシュ・フローの改善を図ってい

る。 

 当連結会計年度における財政状態の分析は、以下のとおりである。 

  

 ① 流動資産 

 流動資産は、前連結会計年度末比21億38百万円増の395億46百万円となった。これは主として、前連結会計年度末

に比べて売上高の増加に伴い受取手形及び売掛金が44億42百万円増加し、長期借入金の返済に伴い現金及び預金が16

億99百万円減少したためである。 

  

 ② 固定資産 

 固定資産は、前連結会計年度末比44億22百万円増の583億19百万円となった。これは主として、前連結会計年度末

に比べて投資有価証券が16億19百万円、有形固定資産が７億59百万円、前払年金費用が５億85百万円、新規設立の非

連結子会社の出資金が５億６百万円増加したためである。 

  

 ③ 流動負債 

 流動負債は、前連結会計年度末比42億94百万円増の419億40百万円となった。これは主として、普通トラックの生

産の増加により支払手形及び買掛金が前連結会計年度末比32億77百万円増加したためである。 

  

 ④ 固定負債 

 固定負債は、前連結会計年度末比33億86百万円減の191億69百万円となった。これは主として、前連結会計年度末

に比べて長期借入金が34億50百万円減少したためである。 

  

 ⑤ 少数株主持分 

 少数株主持分は、前連結会計年度末比４億71百万円増の14億30百万円となった。 

  

 ⑥ 資本の部 

 資本は、前連結会計年度末比51億81百万円増の353億23百万円となった。自己資本比率は前連結会計年度末比3.1ポ

イント増の36.1％となった。これは主として前連結会計年度末に比べて利益剰余金が44億49百万円、為替換算調整勘

定が５億６百万円増加したためである。 

  

 ⑦ 繰延税金資産・繰延税金負債 

 繰延税金資産の純額は、前連結会計年度末比７億93百万円減の７億66百万円となった。これは主として、前連結会

計年度末に比べて賞与引当金が２億30百万円増加し、評価性引当額が２億18百万円減少したが、繰越欠損金が11億95

百万円減少したためである。 

 

 ⑧ 有利子負債 

 有利子負債は、前連結会計年度末比38億70百万円減の206億37百万円となった。デット・エクイティ・レシオは、

前連結会計年度末比0.2ポイント減の0.6倍となった。 

 なお、当社及び連結子会社の㈱協和製作所は運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行６行と総額95億円の当

座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結したが、当連結会計年度末における借入実行残高は40億円である。  

 ⑨ 退職給付引当金 

 退職給付引当金は、前連結会計年度末比２億３百万円減の１億42百万円となった。これは主として、一部の連結子

会社が適格退職年金制度から確定拠出年金制度へ移行し、14百万円を未払金(流動負債の「その他」)、１億４百万円

を長期未払金(固定負債の「その他」)に振替たためである。 

  



 ⑩ 土地の再評価 

 当社は、平成12年３月31日において土地の再評価を行っている。なお、当連結会計年度末における再評価を行った

土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額の差額は△97億91百万円である。 

  

 ⑪ キャッシュ・フロー 

 営業活動により得られた資金は、前連結会計年度比23億12百万円増の91億71百万円となった。これは主として普通

トラックの需要の増加により、税金等調整前当期純利益、売上債権及び仕入債務が増加したことによるものである。

 投資活動で使用した資金は、前連結会計年度比37億19百万円増の62億63百万円となった。これは主として有形固定

資産の取得及び投資有価証券の取得による支出が増加したことによるものである。 

 財務活動で使用した資金は、前連結会計年度比20億３百万円減の46億36百万円となった。これは主として短期借入

金が増加したが、株式発行による収入がなくなり、社債の償還による支出が発生したことによるものである。 

 現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度末比16億６百万円減の39億３百万円となった。 

  

 ⑫ 設備投資 

 当社グループは、コア商品（フレーム、アクスル、サスペンション、建設機械用キャブ）における新規受注に対応

するための生産体制の確立、コストの削減及び品質の向上に重点をおき、設備投資を行っている。 

 当連結会計年度における設備投資額は、前連結会計年度比14億66百万円増の39億60百万円となった。 

  

(2) 経営成績の分析 

 当社グループは、コア商品（フレーム、アクスル、サスペンション、建設機械用キャブ）へ経営資源を集中し、競

争力の強化をはかっている。 

 当連結会計年度の経営成績は、コア商品の競争力向上及びグループ経営の強化により、前連結会計年度を上回る結

果となった。  

 当連結会計年度における経営成績の分析は、以下のとおりである。 

 

 ① 売上高 

 売上高は、前連結会計年度比107億96百万円増の1,470億53百万円となった。 

 国内売上高は、前連結会計年度比88億15百万円増の1,270億11百万円、海外売上高は、前連結会計年度比19億80百

万円増200億41百万円となった。 

  

 ② 売上原価・販売費及び一般管理費 

 売上原価は、前連結会計年度比99億36百万円増の1,307億97百万円となった。これは主として、普通トラックの需

要の増加に伴うものである。 

 売上高に対する売上原価の比率は、前連結会計年度比0.3ポイント増の89.0％となった。 

 販売費及び一般管理費は、前連結会計年度比４億10百万円増の75億34百万円となり、売上高に対する販売費及び一

般管理費の比率は前連結会計年度比0.1ポイント減の5.1％となった。 

  

③ 営業利益 

 営業利益は、前連結会計年度比４億50百万円増の87億21百万円となり、売上高営業利益率は前連結会計年度比0.2

ポイント減の5.9％となった。 

  

 ④ 営業外収益・営業外費用 

 営業外収益は、前連結会計年度比90百万円増の９億25百万円となった。これは主として、円高により為替差益が前

連結会計年度比１億31百万円増加したためである。 

 営業外費用は、前連結年度比３億63百万円減の９億48百万円となった。これは主として、前連結会計年度末に比べ

て円高により為替差損が２億６百万円、有利子負債を削減したことに伴い支払利息が１億54百万円それぞれ減少した

ためである。 

  

 ⑤ 経常利益 

 経常利益は、前連結会計年度比９億４百万円増の86億99百万円となり、売上高経常利益率は前連結会計年度比0.2

ポイント増の5.9％となった。 



 ⑥ 特別利益・特別損失 

 特別利益は、前連結会計年度比３億80百万円増の４億21百万円となった。これは主として、転換社債の償還等によ

り貸倒引当金戻入が前連結会計年度比１億43百万円増加し、また中国での工場新設による受取補助金が１億18百万円

発生したためである。 

 特別損失は、前連結会計年度比４億20百万円減の７億47百万円となった。これは主として、役員退職慰労金清算額

３億３百万円がなくなったためである。 

  

 ⑦ 税金等調整前当期純利益 

 税金等調整前当期純利益は、前連結会計年度比17億６百万円増の83億73百万円となった。 

  

 ⑧ 法人税、住民税及び事業税 

 法人税、住民税及び事業税は、前連結会計年度比18億11百万円増の22億31百万円となった。 

  

 ⑨ 法人税等調整額 

 法人税等調整額は、前連結会計年度比８億５百万円減の６億82百万円となった。税効果会計適用後の法人税等の負

担率は、前連結会計年度は28.6％、当連結会計年度は34.7％である。 

  

 ⑩ 少数株主利益 

 少数株主利益は、主として連結子会社PK U.S.A.,INC.の少数株主に帰属する利益であり、前連結会計年度比10百万

円減の３億24百万円となった。 

  

 ⑪ 当期純利益 

 当期純利益は、前連結会計年度比７億10百万円増の51億35百万円となり、売上高当期純利益率は前連結会計年度比

0.2ポイント増の3.5％、自己資本利益率は前連結会計年度比2.6ポイント減の15.7％となった。また、１株当たり当

期純利益は前連結会計年度比2.55円増の44.46円となった。 

  

 ⑫ 利益剰余金期末残高 

 利益剰余金期末残高は、前連結会計年度比44億49百万円増の104億92百万円となった。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社グループ(当社及び連結子会社)は、コア商品(フレーム、アクスル、サスペンション、建設機械用キャブ)の新

規受注のための生産設備に重点を置き、合わせて省力化、合理化及び製品の信頼性向上のための投資を行っている。

当連結会計年度の設備投資(有形固定資産受入ベース数値。但し建設仮勘定は除く。金額には消費税等を含めない。)

の総額は3,960百万円で、その内訳は次のとおりである。 

 注) 自動車部分品部門、自動車組立部門及び建設機械用部分品部門については生産ラインが明確に区分できないため、

当連結会計年度の設備投資は区分して記載していない。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、次のとおりである。 

(1）提出会社 

事業部門 金額(百万円) 

自動車部分品 

3,904 自動車組立 

建設機械用部分品 

自動車用プレス金型及び組立機器 23 

その他 33 

合計 3,960 

  平成18年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業部門等の
名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数 
（名） 建物及び構

築物 
機械装置及
び運搬具 

土地 
（面積㎡） 

その他 合計 

本社・川崎工場 

（川崎市川崎区） 

自動車部分品 

建設機械用部

分品 

全社(共通) 

輸送用機器及

びその他生産

設備 

509 989 
6,999 

(47,763)
199 8,698 468 

藤沢工場 

（神奈川県藤沢市） 

自動車部分品 

自動車用プレ

ス金型及び組

立機器 

建築関連部分

品 

同上 972 3,084 
11,450 

(146,867)
1,162 16,670 813 

尾道工場 

（広島県尾道市） 

自動車部分品 

自動車用プレ

ス金型及び組

立機器 

建設機械用部

分品 

同上 774 1,466 
1,801 

(64,473)
222 4,264 389 

宇都宮工場 

（栃木県下野市） 
自動車部分品 

輸送用機器 

生産設備 
877 1,363 

3,697 

(158,000)
151 6,089 119 

 埼玉工場 

 （埼玉県川越市） 

  

 同上  同上 374 534 
1,100 

(44,619)
85 2,095 197 



(2）国内子会社 

(3）在外子会社 

 （注）１ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品並びに建設仮勘定を含んでいる。 

 なお、上記の金額には消費税等を含んでいない。 

２ 従業員数の（ ）は、臨時従業員の年間平均雇用人員を外書きしている。 

３ ㈱協和製作所の従業員数には、同社の子会社の㈱メタルテクノの従業員を含んでいる。 

４ 蘇州普美駕駛室有限公司の建物及び構築物には、土地使用権104百万円を含んでいる。 

  平成18年３月31日現在

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業部門等
の名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数 
（名） 建物及び構

築物 
機械装置及
び運搬具 

土地 
（面積㎡） 

その他 合計 

㈱協和製作所 

本社・栃木工

場 

（栃木県真岡

市） 

自動車部分

品 

建設機械用

部分品 

輸送用機器

及びその他

生産設備 

342 307 
42 

(45,678)
71 764 

175 

(5) 

小山工場 

（栃木県小山

市） 

自動車部分

品 
同上 134 113 

62 

(16,429)
42 353 

137 

(5) 

尾道プレス工

業㈱ 

本社・工場 

（広島県尾道

市） 

自動車部分

品 

建設機械用

部分品 

輸送用機器 

生産設備 
46 52 

79 

(9,973)
287 466 

58 

(10) 

  平成18年３月31日現在

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業部門等
の名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数
（名） 建物及び構

築物 
機械装置及
び運搬具 

土地 
（面積㎡） 

その他 合計 

PK U.S.A., 

INC. 

本社・インデ

ィアナ第１工

場 

（米国インデ

ィアナ州） 

自動車部分

品 

輸送用機器

生産設備 
1,896 1,219 

106 

(267,052)
224 3,446 

416 

(103) 

インディアナ

第２工場 

（米国インデ

ィアナ州）  

同上 同上 195 97 
39 

(40,468)
0 333 

57 

(20) 

テネシー工場 

（米国テネシ

ー州）  

同上 同上 294 427 
12 

(41,585)
27 761 

51 

(13) 

ミシシッピ工

場 

（米国ミシシ

ッピ州）  

 同上 同上  － 80 
－ 

(－)
9 90 

60 

(5) 

蘇州普美駕駛

室有限公司 

  

本社・工場

(中華人民共

和国江蘇省蘇

州市) 

建設機械用

部分品 
同上 341 405 

－ 

(－)
138 884 

142 

(5) 



５ 上記の他、連結会社以外からの主要な賃借設備は、下記のとおりである。 

(1) 提出会社 

(2) 在外子会社 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 新規製品の受注に対処するため生産体制の確立、コスト低減、品質の向上を目指して設備の新設、拡充等を計画し

ている。 

 なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設計画、改修等は次のとおりである。 

(1) 重要な設備の新設     

事業所名 
（所在地） 

事業部門等の名称 設備の内容 リース期間 
年間リース料 
（百万円） 

本社・川崎工場 

（川崎市川崎区） 

自動車部分品 

建設機械用部分品 
金型及び治具 ２～３年 372 

宇都宮工場 

（栃木県下野市） 
自動車部分品 同上 同上 142 

藤沢工場 

（神奈川県藤沢市） 

自動車部分品 

建築関連部分品 
同上 同上 354 

尾道工場 

（広島県尾道市） 

自動車部分品 

建設機械用部分品 
同上 同上 173 

埼玉工場 

（埼玉県川越市） 
自動車部分品  同上  同上 32 

会社名 
事業所名  
（所在地）  

事業部門等の名称 設備の内容 
面積 

 （㎡） 
年間賃借料 
（百万円） 

PK U.S.A.,I

NC. 

ミシシッピ

工場 

（米国ミシ

シッピ州）  

自動車部分品 

土地 21,448 

37 

建物 3,623 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業部門等
の名称 

設備の内容 

投資予定額 

資金調達方法 着手年月 完了予定年月 
完成後の増加
能力 総額 

（百万円）
既支払額 
（百万円）

提出会社 

藤沢工場 

神奈川県 

藤沢市 

自動車用プ

レス金型及

び組立機器 

金型加工設

備  
177 1 自己資金 平成17年６月 平成18年８月 10％程度増加 

自動車部分

品  

フレーム組

立新規受注

ライン   

795 6 同上 平成18年１月 平成19年12月 
12万台程度増

加 

同上 

パネル製造

新規受注設

備  

79 － 同上 平成18年６月 平成19年４月 
10万枚程度増

加 

同上 

フレーム組

立新規受注

設備  

858 － 同上 平成18年７月 平成18年12月 
３万台程度増

加 

同上 

ＲＶ系フレ

ーム新規受

注設備 

190 － 同上 平成18年８月  平成19年２月 
５万台程度増

加 

自動車用プ

レス金型及

び組立機器 

金型加工設

備   
60 － 同上 平成18年８月  平成19年２月 ５％程度増加 

 



(2) 重要な改修     

 （注） 上記の金額には消費税等を含んでいない。 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業部門等
の名称 

設備の内容 

投資予定額 

資金調達方法 着手年月 完了予定年月 
完成後の増加
能力 総額 

（百万円）
既支払額 
（百万円）

提出会社 

宇都宮工場 

栃木県 

下野市 

自動車部分

品 

大・中型ア

クスルハウ

ジング新規

受注設備 

750 － 自己資金 平成18年８月 平成19年１月 
９万本程度増

加 

同上 
アクスル溶

断設備  
250 － 同上 平成18年９月 平成19年３月  

８万台程度増

加 

同上 

フレームＣ

ＫＤ専用設

備  

70 － 同上 平成18年11月 平成19年５月  
１万台程度増

加 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業部門等
の名称 

設備の内容 

投資予定額 

資金調達方法 着手年月 完了予定年月 
完成後の増加
能力 総額 

（百万円）
既支払額 
（百万円）

提出会社 

川崎工場 

神奈川県 

川崎市   

自動車部分

品  

フレーム組

立設備・自

動化等 

260 － 自己資金 平成18年８月 平成19年１月 合理化 

提出会社 

藤沢工場 

神奈川県 

藤沢市   

同上 
アクスル加

工設備  
390 － 同上 平成18年６月 平成19年３月 15％程度増加 

同上 
フレーム組

立設備移設 
120 － 同上 平成18年11月  平成19年８月 

２万台程度増

加 

提出会社 

宇都宮工場 

栃木県 

下野市 
同上 

ＮＣピアス

機・レーザ

ー溶断機

等  

848 832 同上 平成17年２月 平成18年５月 合理化 

提出会社 

埼玉工場 

埼玉県 

川越市  
同上 

フレーム組

立設備・自

動化等 

116 24 同上 平成18年１月 平成18年５月 同上 

提出会社 

各工場 

神奈川県 

藤沢市

等  

同上 
既存設備合

理化  
380 200 同上 平成17年４月 平成18年８月 同上 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】  

 （注） 完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式である。 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項なし。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１ 平成14年６月27日開催の株主総会において、資本準備金を2,004百万円取崩し欠損てん補することを決議して

いる。 

    ２ 一般募集             10,000千株 

           発行価額   362.40円 

           資本組入額   182.00円 

    ３ 第三者割当   

  割当先 野村證券株式会社 

                         1,500千株 

       発行価額   362.40円 

       資本組入額  182.00円 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 240,000,000 

計 240,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成18年６月29日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 114,007,210 114,007,210 

  

東京証券取引所市場第一

部 

  

（注） 

計 114,007,210 114,007,210 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成14年６月27日 

（注)１ 
－ 102,507,210 － 5,977 △2,004 － 

平成17年２月21日 

（注)２ 
10,000,000 112,507,210 1,820 7,797 1,804 1,804 

平成17年３月16日 

（注)３ 
1,500,000 114,007,210 273 8,070 270 2,074 



(4）【所有者別状況】 

 （注）１ 自己株式204,317株は、「個人その他」に204単元及び「単元未満株式の状況」に317株を含めて記載してい

る。 

２ 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が28単元含まれている。 

(5）【大株主の状況】 

 （注）１ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりである。 

     日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）   19,763千株 

     日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）      9,029千株 

     資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｂ口）       3,931千株 

     資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口）    2,444千株 

     日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４）   1,988千株 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満株

式の状況 

（株） 
政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法

人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 50 33 103 88 3 6,571 6,848   

所有株式数（単元） － 49,841 1,417 13,750 20,003 18 28,184 113,213 794,210 

所有株式数の割合

（％） 
－ 44.02 1.25 12.14 17.67 0.02 24.90 100   

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 19,763 17.33 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 9,029 7.92 

いすゞ自動車株式会社 東京都品川区南大井６丁目26番１号 6,205 5.44 

資産管理サービス信託銀行株

式会社（信託Ｂ口） 

東京都中央区晴海１丁目８番12号 

晴海アイランドトリトンスクエアオフィス

タワーＺ棟 

3,931 3.45 

プレス工業従業員持株会 川崎市川崎区塩浜１丁目１番１号 3,245 2.85 

資産管理サービス信託銀行株

式会社（証券投資信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番12号 

晴海アイランドトリトンスクエアオフィス

タワーＺ棟 

2,444 2.14 

ゴールドマン・サックス・イ

ンターナショナル 

東京都港区六本木６丁目10番１号 

六本木ヒルズ森タワー 
2,233 1.96 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口４） 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,988 1.74 

プレス工業取引先持株会 川崎市川崎区塩浜１丁目１番１号 1,952 1.71 

モルガン・スタンレー・アン

ド・カンパニー・インターナ

ショナル・リミテッド 

東京都渋谷区恵比寿４丁目20番３号 

恵比寿ガーデンプレイスタワー 
1,804 1.58 

計 － 52,594 46.13 



    ２ ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社及びジェー・エフ・アセット・マネジメント（タイワン）

リミテッド並びにジェー・ピー・モルガン・ホワイトフライヤーズ・インクから、平成17年９月30日付で提出

された変更報告書により、平成17年９月22日現在で11,505千株を保有している旨の報告を受けているが、当社

として当事業年度末時点における所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況に含めていない。な

お、その変更報告書の内容は以下のとおりである。 

     ３ 住友信託銀行株式会社から、平成18年２月15日付で提出された変更報告書により、平成18年１月31日現在で

7,377千株を保有している旨の報告を受けているが、当社として当事業年度末時点における所有株式数の確認

ができないので、上記大株主の状況に含めていない。なお、その変更報告書の内容は以下のとおりである。 

     ４ 日興アセットマネジメント株式会社及び日興シティグループ証券株式会社から、平成18年４月14日付で提出

された変更報告書により、平成18年３月31日現在で5,900千株を保有している旨の報告を受けているが、当社

として当事業年度末時点における所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況に含めていない。な

お、その変更報告書の内容は以下のとおりである。 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ＪＰモルガン・アセット・

マネジメント株式会社 

東京都千代田区丸の内２丁目７番３号

東京ビルディング 
11,157 9.79 

ジェー・エフ・アセット・

マネジメント（タイワン）

リミテッド 

中華民国、台湾、台北、セクション

２、ツン・フワ・エス・ロード65、17

階 

304 0.27 

ジェー・ピー・モルガン・

ホワイトフライヤーズ・イ

ンク 

アメリカ合衆国 ニューヨーク州10017

ニューヨーク、パークアベニュー270 
44 0.04 

計 － 11,505 10.09 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜４丁目５番33号 7,377 6.47 

計 － 7,377 6.47 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日興アセットマネジメント

株式会社 

東京都千代田区有楽町１丁目１番３号

東京宝塚ビル 
5,808 5.09 

日興シティグループ証券株

式会社 
東京都港区赤坂５丁目２番20号 92 0.08 

計 － 5,900 5.18 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が28,000株（議決権28個）

含まれている。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式317株が含まれている。 

②【自己株式等】 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項なし。 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

－ － 
普通株式 204,000 

完全議決権株式（その他） 普通株式 113,009,000 113,009 － 

単元未満株式 普通株式 794,210 － － 

発行済株式総数 114,007,210 － － 

総株主の議決権 － 113,009 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式）

プレス工業㈱ 

川崎市川崎区塩浜

１丁目１番１号 
204,000  － 204,000 0.18 

計 － 204,000  － 204,000 0.18 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項なし。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 （注）  平成18年６月29日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当会社は、会社法第165条第２項の

規定により、取締役会の決議によって、市場取引等により自己の株式を取得することができる。」旨を定款で

定めている。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項なし。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項なし。 

３【配当政策】 

 当社は、株主への利益配当を最重要事項と認識し「安定的・持続的高収益の確保」を中期経営計画の基本方針に掲

げている。当期の利益配当金に関しては、業績、配当性向等を総合的に勘案して、１株につき３円（普通配当２円50

銭、創立80周年記念配当50銭）とし、中間配当金１株につき３円（普通配当２円50銭、創立80周年記念配当50銭）と

合わせ、当期の年間配当金は１株につき６円（普通配当５円、創立80周年記念配当１円）となる。 

 内部留保金については、企業体質の強化に努めるとともに、長期的な視野に立ち、事業拡大に向け有効に活用し、

業績の向上に努める。 

（注）当期の中間配当金に関する取締役会決議日 平成17年11月17日 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  平成18年６月29日現在

区分 株式の種類 株式数（株） 価額の総額（円） 

自己株式取得に係る決議 － －  － 

回次 第100期 第101期 第102期 第103期 第104期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 127 114 337 428 788 

最低（円） 35 45 73 205 328 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 495 554 603 752 788 693 

最低（円） 440 493 544 559 661 595 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役会

長 
  並木 彰一 昭和16年８月６日生 

昭和39年４月 当社入社 

昭和63年３月 海外事業検討チーム部長 

平成３年６月 取締役就任 

平成８年７月 常務取締役就任 

平成12年６月 代表取締役社長就任 

平成18年６月 代表取締役会長就任（現任）

98 

代表取締役社

長 
  真柄 秀一 昭和23年７月29日生 

昭和47年４月 当社入社 

平成16年４月 常務執行役員 

平成16年４月 設計部担当 

平成16年６月 取締役就任 

平成18年６月 代表取締役社長就任（現任）

33 

代表取締役専

務取締役 

経営企画部管

掌、監査部・総

務部所管、人事

部担当 

大野 一郎 昭和19年４月１日生 

昭和41年４月 当社入社 

平成６年10月 総務部長 

平成７年６月 取締役就任 

平成12年６月 常務取締役就任 

平成13年６月 人事部担当（現任） 

平成15年４月 取締役就任 

平成15年４月 常務執行役員就任 

平成16年４月 専務執行役員就任（現任） 

平成16年７月 蘇州普美駕駛室有限公司 董事長

就任（現任） 

平成17年４月 総務部所管（現任） 

平成17年10月 監査部所管（現任） 

平成18年４月 経営企画部管掌（現任） 

平成18年６月 代表取締役専務取締役（現任） 

76 

取締役 

川崎工場・宇都

宮工場・埼玉工

場・藤沢工場・

尾道工場・ＰＰ

Ｗ推進部所管、

品質保証部担当 

村山 貞一 昭和19年５月９日生 

昭和43年４月 当社入社 

平成11年４月 藤沢工場長兼藤沢工場生産部長 

平成13年６月 取締役就任 

平成14年５月 常務取締役就任 

平成14年６月 川崎工場・宇都宮工場所管（現

任） 

平成15年４月 取締役就任（現任） 

平成15年４月 常務執行役員就任 

平成16年４月 専務執行役員就任（現任） 

平成17年４月 埼玉工場所管、品質保証部担当

（現任） 

平成18年６月 藤沢工場・尾道工場・ＰＰＷ推進

部所管（現任） 

39 

取締役 

経理部・資金部

所管・購買部担

当 

稲生 啓三 昭和22年１月24日生 

昭和44年４月 当社入社 

平成３年１月 経理部長 

平成７年６月 取締役就任 

平成13年６月 常務取締役就任 

平成15年４月 取締役就任（現任） 

平成15年４月 購買部担当（現任） 

平成15年４月 常務執行役員就任 

平成18年４月 専務執行役員就任（現任） 

平成18年４月 経理部・資金部所管（現任）

70 

 



 （注） 監査役竹内淳及び岡山和愛は、会社法第２条第16号に定める社外監査役である。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役 

技術部・情報シ

ステム所管、工

機部・設計部担

当 

津田 寛昭 昭和23年３月16日生 

昭和45年４月 当社入社 

平成11年４月 尾道工場長 

平成12年６月 取締役就任 

平成14年５月 常務取締役就任 

平成15年４月 取締役就任（現任） 

平成15年４月 常務執行役員就任（現任） 

平成15年４月 技術部所管（現任） 

平成18年４月 情報システム部所管、工機部担当

（現任） 

平成18年６月 設計部担当（現任） 

61 

取締役 

ＰＰＷ推進部・

宇都宮工場担

当、川崎工場長 

磨井 泰一 昭和22年３月20日生 

昭和44年４月 当社入社 

平成11年４月 車両工場長 

平成14年６月 取締役就任 

平成15年４月 執行役員就任 

平成17年４月 常務執行役員就任（現任） 

平成17年４月 宇都宮工場担当、川崎工場長（現

任） 

平成17年５月 信和塗装工業㈱代表取締役社長就

任（現任） 

平成18年６月 取締役就任（現任） 

平成18年６月 ＰＰＷ推進部担当（現任） 

28 

取締役 

経営企画部所

管、監査部・総

務部担当 

井出 平治  昭和21年９月11日生 

昭和44年４月 当社入社 

平成17年４月 常務執行役員（現任） 

平成17年４月 総務部担当（現任） 

平成17年10月 監査部担当（現任） 

平成18年４月 経営企画部所管（現任）

平成18年６月 取締役就任（現任） 

21 

取締役 

営業一部・営業

二部・営業三

部・営業四部所

管、海外事業部

担当 

角堂 博茂 昭和25年６月27日生 

昭和48年４月 当社入社 

平成16年４月 執行役員就任（現任） 

平成17年４月 海外事業部担当（現任） 

平成18年４月 常務執行役員就任（現任） 

平成18年４月 営業一部・営業二部・営業三部・

営業四部所管（現任） 

平成18年６月 取締役就任（現任） 

25 

監査役  長阪 弘記 昭和18年11月１日生 

昭和46年10月 当社入社 

平成９年６月 企画室長 

平成13年６月 プレス工業健康保険組合理事長、

当社監査役就任 

平成18年６月 常勤監査役就任（現任） 

62 

監査役  竹内 淳 昭和36年10月13日生 

平成元年４月 弁護士登録、石井法律事務所入所

（現任） 

平成13年６月 当社監査役就任（現任） 

－ 

監査役  岡山 和愛 昭和15年11月２日生 

昭和49年３月 公認会計士登録 

平成９年７月 朝日監査法人代表社員 

平成13年９月 公認会計士岡山和愛事務所開設

（現任） 

平成14年４月 さいたま地方裁判所民事調停委員

（現任） 

平成15年６月 当社監査役就任（現任） 

－ 

    計 575 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社グループは「経営理念」、「企業ビジョン」、「行動指針」を策定し、グループ企業全役員及び従業員に周知

徹底させ、「株主重視」の経営に向けて、コーポレート・ガバナンスの実効性をはかるため、経営上の組織体制や内

部統制の仕組みを整備・充実させるとともに、企業内容の公共性・公明性確保のため情報開示にも積極的に取組んで

いる。 

(2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

 ①会社の機関の基本説明 

 当社は、監査役制度を採用している。提出日現在、監査役会は３名で構成しており、うち社外監査役２名（弁護士

及び公認会計士）を選任し、監査体制の充実強化を図っている。 

 平成15年４月には執行役員制を導入し、経営機能と業務執行機能を分離するとともに取締役数のスリム化並びに執

行体制のフラット化（平成16年４月）を実施し、経営の効率化と業務執行の迅速化を図っている。業務執行を担う執

行役員は、毎月２回開催する経営委員会に出席し、各担当部門の重要事項の報告、付議を適宜行っている。  

 取締役会は、提出日現在、取締役９名に加え社外監査役２名を含む監査役３名が参加し、開催されている。なお、

当期においては臨時も含め、計16回開催した。 

 また、経営環境の変化等に対応して、１年毎に最適な経営体制を構築することを目的として、取締役及び執行役員

の任期を１年としている。 

 ②内部統制システムの整備の状況及びリスク管理体制の整備の状況 

 当社は、平成18年５月より内部統制委員会を設置し、内部統制の整備を進めるとともに、業務執行の法令及び定款

への適合状況を監視することとしている。 

 リスク管理体制については、内部統制委員会の定める基本方針及び計画に基づき、各部門においてリスクを把握

し、リスクの評価及び対応方法の決定を行うこととしている。製品品質、安全衛生、環境、防災等に関するリスク

は、それぞれ経営委員会の下部組織である各委員会で管理を行い、定期的にリスク管理の状況を内部統制委員会に報

告することとしている。 

 ③当社のコーポレート・ガバナンス体制の模式図は、以下のとおりである。 



(3）内部監査及び監査役監査の状況 

 当社は、コンプライアンスの徹底を図るとともに内部統制を強化するため、平成17年10月より監査部(組織人員：

提出日現在４名)を設置している。また、顧問弁護士より法律面でのアドバイスを必要に応じて受け、適法性に留意

している。 

 業務監査については、常勤監査役が中心となり年度監査計画に基づき取締役会その他の重要な会議に出席し、業務

及び財産の状況の監査を行っている。 

 監査役は会計監査人と定期的な会合を持ち、報告を受け意見交換するとともに、往査に立ち会うなど会計監査人の

業務遂行の適正性を確認している。また、監査部と内部統制の整備や評価等の重要事項について意見交換し、監査の

充実を図っている。 

(4）会計監査の状況 

 会計監査については、あずさ監査法人から会計監査を受けている。なお、会計監査業務を執行した公認会計士は下

記の通りである。また、当社の会計監査業務に係る補助者は公認会計士７名、会計士補９名、その他２名である。 

(5）社外取締役及び社外監査役の状況 

 社外取締役の選任はしていない。また、社外監査役を２名選任しているが、いずれも人的、資本的関係はない。 

(6）役員報酬の内容 

 当社の取締役及び監査役に対する報酬は、下記の通りである。 

(7）監査報酬の内容 

 当社のあずさ監査法人への公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬は28

百万円である。また、上記以外の業務に基づく報酬は８百万円である。 

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人名 

 指定社員 業務執行社員 中島 祐二  あずさ監査法人 

 指定社員 業務執行社員 和田 正夫  あずさ監査法人 

役名 年間報酬総額 

 取締役  287百万円 

 監査役   37百万円 



第５【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

  ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のた

だし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

  ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成している。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）及び前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成17年４月１日から

平成18年３月31日まで）及び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸

表について、あずさ監査法人により監査を受けている。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１ 現金及び預金    5,747   4,048  

２ 受取手形及び売掛金    22,504   26,946  

３ たな卸資産    7,140   6,826  

４ 繰延税金資産   1,640   1,271  

５ その他   412   454  

流動資産計   37,445   39,548  

貸倒引当金   △38   △2  

流動資産合計   37,407 41.0  39,546 40.4 

Ⅱ 固定資産        

１ 有形固定資産        

(1）建物及び構築物 ※２ 24,197   24,429   

減価償却累計額  16,717 7,479  16,559 7,869  

(2）機械装置及び運搬具 ※２ 60,740   60,181   

減価償却累計額  51,058 9,682  49,868 10,312  

(3）工具器具及び備品   15,000   10,173   

減価償却累計額  13,372 1,628  8,948 1,225  

(4）土地 ※2,3  30,568   30,586  

(5）建設仮勘定   1,029   1,152  

有形固定資産合計   50,387 55.2  51,146 52.3 

２ 無形固定資産        

借地権その他   198   504  

無形固定資産合計   198 0.2  504 0.5 

３ 投資その他の資産        

(1）投資有価証券 ※１  2,496   4,116  

(2）長期貸付金   101   307  

(3）繰延税金資産   541   293  

(4）その他 ※１  461   2,110  

投資その他の資産計   3,601   6,828  

貸倒引当金   △290   △159  

投資その他の資産合計   3,310 3.6  6,668 6.8 

固定資産合計   53,896 59.0  58,319 59.6 

資産合計   91,304 100.0  97,865 100.0 

        

 



  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１ 支払手形及び買掛金   18,811   22,089  

２ 短期借入金 ※2,7  11,483   12,833  

３ 一年以内償還予定社債 ※２  1,600   100  

４ 未払法人税等   401   2,033  

５ 賞与引当金   1,349   1,801  

６ その他   4,000   3,083  

流動負債合計   37,646 41.2  41,940 42.8 

Ⅱ 固定負債        

１ 社債 ※２  300   200  

２ 長期借入金 ※２  10,794   7,344  

３ 繰延税金負債   620   798  

４ 再評価に係る繰延税金
負債 

※３  10,052   10,052  

５ 退職給付引当金   345   142  

６ 連結調整勘定   60   38  

７ 環境対策引当金   －   62  

８ その他   383   531  

固定負債合計   22,556 24.7  19,169 19.6 

負債合計   60,203 65.9  61,110 62.4 

        

（少数株主持分）        

少数株主持分   958 1.1  1,430 1.5 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※６  8,070 8.8  8,070 8.3 

Ⅱ 資本剰余金   2,076 2.3  2,077 2.1 

Ⅲ 利益剰余金   6,042 6.6  10,492 10.7 

Ⅳ 土地再評価差額金 ※３  14,805 16.2  14,805 15.1 

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

  263 0.3  508 0.5 

Ⅵ 為替換算調整勘定   △1,086 △1.2  △579 △0.6 

Ⅶ 自己株式 ※６  △30 △0.0  △50 △0.0 

資本合計   30,142 33.0  35,323 36.1 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  91,304 100.0  97,865 100.0 

        



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   136,256 100.0  147,053 100.0 

Ⅱ 売上原価   120,860 88.7  130,797 89.0 

売上総利益   15,395 11.3  16,255 11.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2  7,124 5.2  7,534 5.1 

営業利益   8,271 6.1  8,721 5.9 

Ⅳ 営業外収益        

１ 受取利息  23   111   

２ 受取配当金  0   5   

３ 固定資産賃貸収入  78   97   

４ 持分法による投資利益  543   487   

５ 連結調整勘定償却額  39   21   

６ 為替差益  －   131   

７ 受取補償金  64   －   

８ その他  85 835 0.6 71 925 0.6 

Ⅴ 営業外費用        

１ 支払利息  715   560   

２ 為替差損  206   －   

３ 租税公課  168   171   

４ 創業費  －   114   

５ その他  221 1,312 1.0 101 948 0.6 

経常利益   7,794 5.7  8,699 5.9 

Ⅵ 特別利益        

１ 貸倒引当金戻入額  18   161   

２ 固定資産売却益 ※３ －   36   

３ 投資有価証券売却益  14   15   

４ 保険金収入  7   －   

５ 保険差益  －   89   

６ 受取補助金  － 41 0.0 118 421 0.3 

Ⅶ 特別損失        

１ 固定資産除却損 ※４ 688   664   

２ 固定資産売却損 ※５ 0   19   

３ 役員退職慰労金  55   －   

４ 役員退職慰労金清算額  303   －   

５ 出資金売却損  23   －   

６ 会員権売却損  1   －   

７ 会員権評価損  1   0   

８ 特別退職金 ※６ 67   －   

９ 退職給付費用 ※７ 24   －   

10 工場移転費   3   －   

11 環境対策引当金繰入額  － 1,167 0.8 62 747 0.5 

税金等調整前当期純利
益 

  6,667 4.9  8,373 5.7 

法人税、住民税及び事
業税 

 419   2,231   

法人税等調整額  1,488 1,908 1.4 682 2,914 2.0 

少数株主利益   334 0.2  324 0.2 

当期純利益   4,424 3.3  5,135 3.5 

        



③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   －  2,076

Ⅱ 資本剰余金増加高    

 １．増資による新株の発行  2,074  －  

 ２．自己株式処分差益  2 2,076 0 0

Ⅲ 資本剰余金期末残高   2,076  2,077 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   1,874  6,042

Ⅱ 利益剰余金増加高      

 当期純利益  4,424 4,424 5,135 5,135

Ⅲ 利益剰余金減少高        

 １．配当金  255 626 

 ２．役員賞与   － 255 59 685

Ⅳ 利益剰余金期末残高   6,042  10,492 

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

１ 税金等調整前当期純利益  6,667 8,373 

２ 減価償却費  3,320 3,118 

３ 貸倒引当金の減少額  △17 △160 

４ 賞与引当金の増加額  67 451 

５ 退職給付引当金の減少額  △897 △203 

６ 特別退職金  67 － 

７ 受取利息及び受取配当金  △24 △116 

８ 支払利息  715 560 

９ 持分法による投資利益  △543 △487 

10 投資有価証券売却益  △14 △15 

11 有形固定資産売却益  － △36 

12 有形固定資産売却損  0 19 

13 有形固定資産除却損  688 664 

14 売上債権の増加額  △2,832 △4,114 

15 仕入債務の増加額（△減少額）  △749 3,202 

16 たな卸資産の減少額  932 480 

17 未払消費税等の増加額（△減少額）  △128 53 

18 前受金の減少額  △531 △395 

19 役員賞与の支払額  － △59 

20 その他  1,051 △1,368 

小計  7,771 9,966 

21 利息及び配当金の受取額  24 377 

22 利息の支払額  △691 △557 

23 法人税等の支払額  △245 △615 

営業活動によるキャッシュ・フロー  6,858 9,171 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

１ 定期預金の預入れによる支出  △99 △106 

２ 定期預金の払い戻しによる収入  316 199 

３ 有形固定資産の取得による支出  △3,496 △4,642 

４ 有形固定資産の売却による収入  661 884 

５ 投資有価証券の取得による支出  △28 △1,063 

６ 投資有価証券の償還による支出  － 126 

７ 投資有価証券の売却による収入  49 22 

８ 貸付けによる支出  △11 △274 

９ 貸付金の回収による収入  30 36 

10 その他  33 △1,447 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △2,544 △6,263 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

１ 短期借入れによる収入  37,461 29,708 

２ 短期借入金の返済による支出  △42,375 △26,205 

３ 長期借入れによる収入  4,353 2,715 

４ 長期借入金の返済による支出  △9,875 △8,609 

５ 株式発行による収入  4,167 － 

６ 少数株主への配当金の支払額  0 0 

７ 配当金の支払額  △255 △626 

８ その他  △114 △1,619 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △6,640 △4,636 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △42 122 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額  △2,368 △1,606 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  7,878 5,510 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 5,510 3,903 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 

 連結子会社は14社であり、主な連結子会社名は「第

１企業の概況 ４関係会社の状況」に記載しているた

め省略している。 

 新規設立した株式会社メタルテクノ及び蘇州普美駕

駛室有限公司を当連結会計年度より連結の範囲に含め

ている。 

１ 連結の範囲に関する事項 

 連結子会社は12社であり、主な連結子会社名は「第

１企業の概況 ４関係会社の状況」に記載しているた

め省略している。 

 連結子会社であった㈱プレス工業埼玉製作所は、平

成17年４月１日付で提出会社と合併したため、連結の

範囲から除外している。 

 また、BLUE RIVER STAMPING,INC.は、平成17年９月

１日付でPK U.S.A.,INC.と合併したため、連結の範囲

から除いている。 

 非連結子会社はPRESS KOGYO (THAILAND) CO.,LTD.、

及び普利適優迪車橋（杭州）有限公司の２社である。 

 非連結子会社は、設立後間もなく、総資産、売上

高、当期純損益及び利益剰余金等は、いずれも連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範

囲から除いている。 

２ 持分法の適用に関する事項 

 関連会社であるTHAI SUMMIT PKK CO.,LTD.、THAI SU

MMIT PKK BANGNA CO.,LTD.、THAI SUMMIT PKK ENGINEE

RING CO.,LTD.、PP Press & Platgruppen ABの４社に

対する投資については持分法を適用している。 

 持分法を適用していない関連会社（山本商事㈱）

は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微

であり、全体としても連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていない。 

２ 持分法の適用に関する事項 

 関連会社であるTHAI SUMMIT PKK CO.,LTD.、THAI SU

MMIT PKK BANGNA CO.,LTD.、THAI SUMMIT PKK ENGINEE

RING CO.,LTD.、PP Press & Platgruppen AB、SIAM AU

TO MANUFACTURING CO.,LTD.の５社に対する投資につい

ては持分法を適用している。なお、SIAM AUTO MANUFAC

TURING CO.,LTD.については、THAI SUMMIT PKK CO.,LT

D.の子会社となったことから、当連結会計年度から持

分法適用の関連会社に含めている。 

 持分法を適用していない非連結子会社(PRESS KOGY

O (THAILAND) CO.,LTD.及び普利適優迪車橋（杭州）有

限公司)及び関連会社（山本商事㈱他）は、当期純損益

及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、全体と

しても連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていない。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社のうち、PK U.S.A.,INC.、BLUE RIVER  

STAMPING,INC.及びOCEAN STREAM ENTERPRISE,INC.の決

算日は、２月28日である。連結財務諸表の作成に当た

っては、同決算日現在の財務諸表を使用している。 

 ただし、同決算日から連結決算日までの期間に発生

した重要な取引については、連結上必要な調整を行っ

ている。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社のうち、PK U.S.A.,INC.、OCEAN STREA

M ENTERPRISE,INC.の決算日は、２月28日である。ま

た、蘇州普美駕駛室有限公司の決算日は12月31日であ

る。連結財務諸表の作成に当たっては、同決算日現在

の財務諸表を使用している。 

 ただし、同決算日から連結決算日までの期間に発生

した重要な取引については、連結上必要な調整を行っ

ている。 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準および評価方法 

① 有価証券 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準および評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

時価のないもの 

移動平均法に基づく原価法 

時価のないもの 

同左 

② デリバティブ 

時価法 

② デリバティブ 

同左 

③ たな卸資産 

 主として総平均法に基づく原価法によってい

る。 

③ たな卸資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 主として定率法によっている。ただし、平成10

年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を

除く）及び当社の工具については定額法によって

いる。また、在外連結子会社は、主として定額法

によっている。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

 なお、耐用年数及び残存価額（在外連結子会社

を除く）については、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっている。 

 

② 無形固定資産 

 定額法によっている。 

 なお、償却年数については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっている。ただし、自社

利用のソフトウェアについては、社内における利

用可能期間(５年)に基づく定額法によっている。 

② 無形固定資産 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上している。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

② 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う

分を計上している。 

② 賞与引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年度末において発生してい

ると認められる額を計上している。 

  

③ 退職給付引当金 

同左 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ただし、当連結会計年度末においては、年金資

産が退職給付債務の見込額から未認識会計基準変

更時差異、未認識数理計算上の差異及び未認識過

去勤務債務を控除した金額を超えているため、投

資その他の資産の「その他」として計上してい

る。 

 なお、会計基準変更時差異については15年によ

る按分額を費用処理している。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数による定額法により

翌連結会計年度より費用処理することとしてい

る。 

 数理計算上の差異については、発生した各連結

会計年度における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数による定額法により翌連結会計年度

より費用処理することとしている。 

同左 

────── ④ 環境対策引当金  

 当社及び連結子会社で保管しているＰＣＢ廃棄

物の処理費用の支出に備えるため、日本環境安全

事業株式会社が公表している処理単価に基づいて

算出した処理費用見込額を計上している。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

している。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準 

同左 

 なお、在外子会社等の資産及び負債並びに収益及

び費用は、当該子会社等の決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は少数株主持分及び資

本の部における為替換算調整勘定に含めている。 

 

(5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、主として通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっている。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっている。 

 また、金利スワップについて特例処理の要件を

満たしている場合には特例処理を採用している。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては特例処理によってい

る。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

金利スワップ取引、金利キャップ取引 

・ヘッジ対象 

借入金利息 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

③ ヘッジ方針 

 借入金に係る金利変動のリスク（相場変動リス

ク又はキャッシュ・フロー変動リスク）を回避す

る目的で金利スワップ取引及び金利キャップ取引

を利用している。 

③ ヘッジ方針 

同左 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象及びヘッジ手段の相場変動又はキャ

ッシュ・フロー変動の累計額を基礎として判断し

ている。 

 だだし、特例処理によっている金利スワップに

ついては、有効性の評価を省略している。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 特例処理によっている金利スワップについて

は、有効性の評価を省略している。 

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっている。 

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価については、全面

時価評価法を採用している。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

 連結調整勘定は５年間で均等償却することとしてい

る。ただし、金額が僅少な場合は発生した期の損益と

して処理している。 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

同左 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分又は損失

処理について連結会計年度に確定した利益処分又は損

失処理に基づいて作成している。 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

同左 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない短期的な投資からなってい

る。 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

    当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針６号 平成15年10月31日）を適用している。 

 これによる損益に与える影響はない。 

前連結事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（連結損益計算書） 

 前連結会計年度において「営業外費用」の「その他」

に含めて表示していた租税公課(前連結会計年度141百万

円)は、営業外費用総額の百分の十を超えることとなった

ため、当連結会計年度より区分掲記している。 

 ────── 

  



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 関連会社に対するものは、次のとおりである。 ※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりである。 

投資有価証券（株式） 1,772百万円 

同上    （社債） 115 〃 

投資有価証券（株式） 2,127百万円 

その他   （出資金） 506 〃  

※２ 担保に供している資産及び担保付債務の内訳は次

のとおりである。 

※２ 担保に供している資産及び担保付債務の内訳は次

のとおりである。 

担保に供している資産 

種類 期末帳簿価額 

建物及び構築物 3,315 百万円 (2,466百万円) 

機械装置及び運搬
具 

4,159 〃 (4,159 〃 ) 

土地 28,043 〃 (26,141 〃 ) 

計 35,517 〃 (32,767 〃 ) 

担保に供している資産 

種類 期末帳簿価額 

建物及び構築物 2,865 百万円 (2,068百万円) 

機械装置及び運搬
具 

3,468 〃 (3,468 〃 ) 

土地 28,040 〃 (26,139 〃 ) 

計 34,374 〃 (31,676 〃 ) 

担保権によって担保されている債務 

内容 期末残高 

短期借入金 8,315百万円 (7,645百万円) 

一年以内償還予定
社債 

1,600 〃 (1,600 〃 ) 

社債 300 〃 (300 〃 ) 

長期借入金 10,467 〃 (9,047 〃 ) 

計 20,682 〃 (18,593 〃 ) 

担保権によって担保されている債務 

内容 期末残高 

短期借入金 5,325百万円 (4,655百万円) 

一年以内償還予定
社債 

100 〃 (100 〃 ) 

社債 200 〃 (200 〃 ) 

長期借入金 5,283 〃 (4,391 〃 ) 

計 10,908 〃 (9,347 〃 ) 

 上記のうち、括弧内金額（内数）は、工場財団抵

当に供している資産の期末帳簿価額並びに当該債務

の期末残高である。 

 なお、PK.U.S.A INC.及びBLUERIVER STAMPING,IN

C.の全資産は、当連結事業年度に全資産を担保設定

する金融機関との契約を解除している。 

 上記のうち、括弧内金額（内数）は、工場財団抵

当に供している資産の期末帳簿価額並びに当該債務

の期末残高である。 

  

 



前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※３ 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一

部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律第24

号）に基づき当社の事業用の土地の再評価を行い、

再評価差額金から再評価に係る繰延税金負債の金額

を控除した金額を土地再評価差額金として資本の部

に計上している。 

※３ 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一

部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律第24

号）に基づき当社の事業用の土地の再評価を行い、

再評価差額金から再評価に係る繰延税金負債の金額

を控除した金額を土地再評価差額金として資本の部

に計上している。 

 土地の再評価の方法については、土地の再評価に

関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119

号）第２条第３号に定める地方税法（昭和25年法律

第226号）第341条第10号の土地課税台帳又は同条第

11号の土地補充課税台帳に登録されている価格に合

理的な調整を行って算出する方法による。 

 土地の再評価の方法については、土地の再評価に

関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119

号）第２条第３号に定める地方税法（昭和25年法律

第226号）第341条第10号の土地課税台帳又は同条第

11号の土地補充課税台帳に登録されている価格に合

理的な調整を行って算出する方法による。 

再評価を行った年月日 平成12年３月31日

再評価を行った土地の期末に

おける時価と再評価後の帳簿

価額との差額 

     △7,838百万円

再評価を行った年月日 平成12年３月31日

再評価を行った土地の期末に

おける時価と再評価後の帳簿

価額との差額 

     △9,791百万円

 ４ （偶発債務）  ４ （偶発債務） 

 下記の会社等に関して債務保証を行っている。  下記の会社等に関して債務保証を行っている。 

被保証者名 保証金額 

THAI SUMMIT PKK CO.,LTD. 
458百万円 

(THB167,175千) 

従業員 
（住宅ローンに対する債務
保証額） 

6百万円 

計 464 〃 

被保証者名 保証金額 

THAI SUMMIT PKK CO.,LTD. 
506百万円 

(THB167,175千) 

従業員 
（住宅ローンに対する債務
保証額） 

1百万円 

計 507 〃 

 上記のうち、THAI SUMMIT PKK CO.,LTD.について

は、金融機関借入金に対する債務保証である。 

 上記のうち、THAI SUMMIT PKK CO.,LTD.について

は、金融機関借入金に対する債務保証である。 

 ５ （手形割引高及び裏書譲渡高）  ５ （手形割引高及び裏書譲渡高） 

受取手形割引高 330百万円 

受取手形裏書譲渡高 61 〃 

受取手形割引高 159百万円 

受取手形裏書譲渡高 26 〃 

※６ （自己株式の保有数） ※６ （自己株式の保有数） 

 当社が保有する自己株式の数は、以下のとおりで

ある。 

 当社が保有する自己株式の数は、以下のとおりで

ある。 

普通株式 166,378株 普通株式 204,317株 

 なお、当社の発行済株式総数は、普通株式 

114,007,210株である。 

 なお、当社の発行済株式総数は、普通株式

114,007,210株である。 

 ７ 当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行４行と当座貸越契約及び貸出コミット

メント契約を締結している。当連結会計年度末に係

る借入金未実行残高等は次のとおりである。 

  

当座貸越限度額及び貸出コ

ミットメントの総額 

8,000百万円 

借入実行残高 － 〃 

差引額 8,000 〃 

※７ 当社及び連結子会社の㈱協和製作所においては、

運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行６行と

当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結し

ている。当連結会計年度末に係る借入金未実行残高

等は次のとおりである。 

当座貸越限度額及び貸出コ

ミットメントの総額 

9,500百万円 

借入実行残高 4,000 〃 

差引額 5,500 〃 



（連結損益計算書関係） 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費と一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりである。 

※１ 販売費と一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりである。 

科目 金額 

製品発送費 1,297百万円 

従業員給料及び手当 2,171 〃 

従業員賞与 414 〃 

退職給付費用 168 〃 

賞与引当金繰入額 325 〃 

福利厚生費 817 〃 

科目 金額 

製品発送費 1,447百万円 

従業員給料及び手当 2,482 〃 

従業員賞与 339 〃 

退職給付費用 230 〃 

賞与引当金繰入額 381 〃 

福利厚生費 606 〃 

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は、65百万円で

ある。 

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は、67百万円で

ある。 

※３                ────── 

     

     

     

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりである。 

建物及び構築物 28百万円 

機械装置及び運搬具 8 〃 

※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりである。 ※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりである。 

建物及び構築物 26百万円 

機械装置及び運搬具 197 〃 

工具器具及び備品 464 〃 

建物及び構築物 140百万円 

機械装置及び運搬具 256 〃 

工具器具及び備品 267 〃 

※５ 固定資産売却損の内訳は次のとおりである。 ※５ 固定資産売却損の内訳は次のとおりである。 

機械装置及び運搬具  0百万円 建物及び構築物 1百万円 

機械装置及び運搬具 17 〃 

※６ 当社と平成17年４月１日付けで合併する国内子会

社の退職金の支払である。 

※７ 一部の国内子会社が適格退職年金制度から確定拠

出年金制度へ移行することになったことによる、会

計基準変更時差異の費用処理額である。 

※６                ────── 

  

※７                ────── 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金期末残高 5,747百万円 

預入期間が３ケ月を超える定期

預金・定期積立金 
△237 〃 

現金及び現金同等物の期末残高 5,510 〃 

現金及び預金期末残高 4,048百万円 

預入期間が３ケ月を超える定期

預金・定期積立金 
△144 〃 

現金及び現金同等物の期末残高 3,903 〃 

  



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） （借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

機械装置及び
運搬具 

2,022 869 1,152 

工具器具及び
備品 

3,584 2,196 1,387 

その他(無形
固定資産) 

221 137 83 

合計 5,827 3,203 2,624 

 
取得価額相
当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

機械装置及び
運搬具 

2,346 1,354 992 

工具器具及び
備品 

2,683 1,555 1,127 

その他(無形
固定資産) 

160 119 41 

合計 5,191 3,029 2,161 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 1,265百万円 

１年超 1,447 〃 

合計 2,712 〃 

１年以内 974百万円 

１年超 1,240 〃 

合計 2,215 〃 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 1,873百万円 

減価償却費相当額 1,698 〃 

支払利息相当額 133 〃 

支払リース料 1,494百万円 

減価償却費相当額 1,352 〃 

支払利息相当額 97 〃 

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価

保証の取決めがある場合には残価保証額）とする定

額法によっている。 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっている。 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 

（借主側） （借主側） 

未経過リース料 未経過リース料 

１年以内 141百万円 

１年超 213 〃 

合計 355 〃 

 （減損損失について） 

   リース資産に配分された減損損失はない。 

１年以内 155百万円 

１年超 80 〃 

合計 236 〃 



（有価証券関係） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 期末における時価が取得原価に比べ50％超下落した場合には全て減損処理を行っている。 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３ 時価評価されていない主な有価証券 

４ その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額 

 （注） 表中の「(1）転換社債」は、当連結会計年度において償還期限が延長されている。 

区分 取得原価（百万円） 
連結決算日における連結
貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの 
   

株式 97 541 444 

小計 97 541 444 

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの 
   

(1）株式 2 1 △0 

(2）その他 53 52 △0 

小計 55 53 △1 

合計 152 595 442 

売却額（百万円） 売却益の合計（百万円） 売却損の合計（百万円） 

49 14 － 

内容 連結決算日における連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

(1）非上場株式 13 

(2）非上場債券 115 

合計 129 

区分 
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内 
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超（百万円） 

債券     

(1）転換社債 115 － － － 

(2）利付金融債 50 － － － 

合計 165 － － － 



当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 期末における時価が取得原価に比べ50％超下落した場合には全て減損処理を行っている。 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３ 時価評価されていない主な有価証券 

区分 取得原価（百万円） 
連結決算日における連結
貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの 
   

(1）株式 1,115 1,968 853 

(2）その他  3 3 0 

小計 1,118 1,972 854 

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの 
   

株式 2 1 △0 

小計 2 1 △0 

合計 1,120 1,974 853 

売却額（百万円） 売却益の合計（百万円） 売却損の合計（百万円） 

22 15 － 

内容 連結決算日における連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 15 

合計 15 



（デリバティブ取引関係） 

１ 取引の状況に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1）取引の内容及び利用目的 

 当社及び一部の連結子会社は、借入金に係る金利変

動のリスクを回避するとともに資金調達コストを軽減

する目的で金利スワップ取引及び金利キャップ取引を

利用している。 

 なお、借入金の金利変動のリスク(相場変動のリスク

又はキャッシュ・フロー変動リスク)を回避する目的で

利用する金利スワップ取引及び金利キャップ取引につ

いては、ヘッジ会計を行っており、ヘッジ対象である

借入金利息とヘッジ手段である金利スワップ取引及び

金利キャップ取引の相場変動又はキャッシュ・フロー

変動の累計額を基礎としてその有効性を評価してい

る。 

(1）取引の内容及び利用目的 

同左 

(2）取引に対する取組方針 

 当社及び一部の連結子会社は、財務上発生している

金利リスクを回避するため、一定の限度額の範囲内で

デリバティブ取引を利用しており、投機的な取引は行

っていない。 

(2）取引に対する取組方針 

同左 

(3）取引に係るリスクの内容 

 金利スワップ取引については、市場金利の変動によ

るリスクを有している。 

 なお、当社は信用度の高い金融機関とのみデリバテ

ィブ取引を行っているため、相手方の債務不履行に基

づくリスクは極めて低いものと認識している。 

(3）取引に係るリスクの内容 

同左 

(4）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引についての基本方針は取締役会で

決定され、取引の実行及び管理は経理部にて行ってい

る。すべてのデリバティブ取引の開始に当たっては、

利用目的・利用範囲及び相手方の選定等について、経

理部の起案により稟議決裁を経て執行される。また、

取引の状況については、定期的に担当役員に報告して

いる。 

(4）取引に係るリスク管理体制 

同左 

 ────── (5）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

 取引の時価等に関する事項についての契約額等は、

あくまでもデリバティブ取引における名目的な契約

額、または計算上の想定元本であり、当該金額自体が

デリバティブ取引のリスクの大きさを示すものではな

い。 



２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

金利関連 

 （注）１ 時価の算定方法 

 金利スワップ契約を締結している取引銀行から提示された価格によっている。 

２ 上記金利スワップ契約における想定元本額は、この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク量を示す

ものではない。 

３ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は開示の対象から除いている。 

当連結会計年度（平成18年３月31日） 

当連結会計年度末において記載すべきデリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益はない。 

区分 種類 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 

契約額等 
（百万円） 

契約額等うち１
年超（百万円） 

時価（百万円） 
評価損益 
（百万円） 

市場取引以

外の取引 

金利スワップ取引     

受取固定 12 － △0 △0 

支払変動     

合計 12 － △0 △0 



（退職給付関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社及び一部の国内連結子会社は、確定給付型の退

職給付制度として、適格退職年金制度及び退職一時金

制度を設けている。 

 従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した

数理計算による退職給付債務の対象とされない特別退

職金を支払う場合がある。 

 なお、一部の国内連結子会社及び在外連結子会社

は、確定拠出型の制度を設けている。 

  

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度

を設けており、一部の国内連結子会社は確定給付型の

制度として退職一時金制度を設けている。 

 従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した

数理計算による退職給付債務の対象とされない特別退

職金を支払う場合がある。 

 また、一部の国内連結子会社及び在外連結子会社

は、確定拠出型の制度を設けている。 

 なお、国内連結子会社である㈱協和製作所及び㈱メ

タルテクノは、平成18年４月に適格退職年金制度から

確定拠出年金制度へ移行している。 

２ 退職給付債務に関する事項 ２ 退職給付債務に関する事項 

① 退職給付債務 △14,944百万円 

② 年金資産 10,355 〃 

③ 会計基準変更時差異の未処理額 1,062 〃 

④ 未認識数理計算上の差異 3,484 〃 

⑤ 未認識過去勤務債務 △144 〃 

⑥ 退職給付引当金 △345 〃 

⑦ 前払年金費用 159 〃 

① 退職給付債務 △14,708百万円 

② 年金資産 12,864 〃 

③ 会計基準変更時差異の未処理額 956 〃 

④ 未認識数理計算上の差異 1,622 〃 

⑤ 未認識過去勤務債務 △132 〃 

⑥ 退職給付引当金 △142 〃 

⑦ 前払年金費用 744 〃 

（注） 国内連結子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用している。 

  

（注）１ 国内連結子会社は、退職給付債務の算定にあ

たり、簡便法を採用している。 

２ 適格退職年金制度から確定拠出年金制度への

移行に伴う影響額は次のとおりである。 

  また、確定拠出年金制度への資産移換額は、

216百万円で８年間で移換する予定である。な

お、当連結会計年度末の未移換額は、14百万円

を未払金(流動負債の「その他」)、１億４百万

円を長期未払金(固定負債の「その他」)に計上

している。 

退職給付債務の減少 216百万円 

退職給付引当金の減少 216百万円 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３ 退職給付費用に関する事項 ３ 退職給付費用に関する事項 

① 勤務費用 563百万円 

② 利息費用 339 〃 

③ 期待運用収益 △305 〃 

④ 数理計算上の差異の費用処理額 260 〃 

⑤ 会計基準変更時差異の費用処理額 

⑥ 過去勤務債務の費用処理額 

148

△12

〃 

〃 

⑦ 退職給付費用 994 〃 

① 勤務費用 604百万円 

② 利息費用 286 〃 

③ 期待運用収益 △363 〃 

④ 数理計算上の差異の費用処理額 303 〃 

⑤ 会計基準変更時差異の費用処理額 

⑥ 過去勤務債務の費用処理額 

105

△12

〃 

〃 

⑦ 確定拠出年金への掛金 96 〃 

⑧ 退職給付費用 1,020 〃 

（注）１ 上記退職給付費用以外に、国内連結子会社は

特別退職金67百万円及び退職給付費用24百万円

を特別損失として計上している。 

２ 簡便法を採用している国内連結子会社の退職

給付費用は、勤務費用に計上している。 

（注）１ 「確定拠出年金への掛金」は、前連結会計年

度まで、「勤務費用」に含めて表示していた

が、金額的重要性が増したため区分掲記してい

る。なお、前連結会計年度の「確定拠出年金へ

の掛金」は40百万円である。 

２ 簡便法を採用している国内連結子会社の退職

給付費用は、勤務費用に計上している。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

① 割引率 2.0％ 

② 期待運用収益率 3.6％ 

③ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

④ 過去勤務債務の額の処理年数 14年 

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数による按分額を発生の翌連結会計年度より費用

処理する方法） 

⑤ 数理計算上の差異の処理年数 13年 

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数による按分額を発生の翌連結会計年度より費用

処理する方法） 

⑥ 会計基準変更時差異の処理年数 15年 

① 割引率 2.0％ 

② 期待運用収益率 3.6％ 

③ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

④ 過去勤務債務の額の処理年数 14年 

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数による按分額を発生の翌連結会計年度より費用

処理する方法） 

⑤ 数理計算上の差異の処理年数 13年 

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数による按分額を発生の翌連結会計年度より費用

処理する方法） 

⑥ 会計基準変更時差異の処理年数 15年 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産）   

賞与引当金 546百万円 

退職給付引当金 64 〃 

未実現固定資産売却益 106 〃 

繰越欠損金 1,420 〃 

その他 433 〃 

繰延税金資産小計 2,572 〃 

評価性引当額 △388 〃 

繰延税金資産合計 2,183 〃 

   

（繰延税金負債）   

固定資産圧縮積立金 △92 〃 

その他有価証券評価差額金 △179 〃 

全面時価評価法適用による評価差額 △349 〃 

その他 △1 〃 

繰延税金負債合計 △622 〃 

繰延税金資産の純額 1,560 〃 

（繰延税金資産）   

賞与引当金 777百万円 

退職給付引当金 55 〃 

未実現固定資産売却益 106 〃 

繰越欠損金 224 〃 

その他 577 〃 

繰延税金資産小計 1,741 〃 

評価性引当額 △170 〃 

繰延税金資産合計 1,570 〃 

   

（繰延税金負債）   

固定資産圧縮積立金 △114 〃 

その他有価証券評価差額金 △345 〃 

全面時価評価法適用による評価差額 △340 〃 

その他 △3 〃 

繰延税金負債合計 △804 〃 

繰延税金資産の純額 766 〃 

  繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれている。 

流動資産－繰延税金資産 1,640 百万円

固定資産－繰延税金資産 541 〃 

流動負債－繰延税金負債 － 〃 

固定負債－繰延税金負債 620 〃 

  繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれている。 

流動資産－繰延税金資産 1,271 百万円

固定資産－繰延税金資産 293 〃 

流動負債－繰延税金負債 － 〃 

固定負債－繰延税金負債 798 〃 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.4 ％

（調整）   

交際費等永久に損金算入されない項目 0.3 〃

住民税均等割等 3.8 〃

評価性引当額増減 △16.4 〃

その他 0.5 〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 28.6 〃

法定実効税率 40.4 ％

（調整）   

交際費等永久に損金算入されない項目 0.3 〃

住民税均等割等 0.2 〃

評価性引当額増減 △5.2 〃

その他 △1.0 〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.7 〃



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）及び当連結会計年度（平成17年４月１日から

平成18年３月31日まで） 

 当連結グループは、自動車メーカー向けの自動車部分品の製造販売等の「自動車製品事業」を主に営んでい

るが、「自動車製品事業」の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及

び全セグメントの資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、記載を省略している。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで） 

 （注）１ 国または地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 営業費用のうち、「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用の金額は1,940百万円であり、その主なもの

は、当社の本社総務部等管理部門に係る費用である。 

３ 資産のうち、「消去又は全社」に含めた全社資産の金額は390百万円であり、その主なものは当社での余資

運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等である。 

４ 当連結会計年度において新規設立した蘇州普美駕駛室有限公司を連結に含めたことから、所在地別セグメン

ト情報では、「その他」としております。 

当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで） 

 （注）１ 国または地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 営業費用のうち、「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用の金額は2,049百万円であり、その主なもの

は、当社の本社総務部等管理部門に係る費用である。 

 
日本 

（百万円） 
アメリカ 
（百万円） 

その他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 121,560 14,695 － 136,256 － 136,256 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
1,666 － － 1,666 (1,666) － 

計 123,227 14,695 － 137,922 (1,666) 136,256 

営業費用 114,390 13,235 85 127,711 273 127,985 

営業利益又は営業損失(△) 8,837 1,459 △85 10,211 (1,940) 8,271 

Ⅱ 資産 84,918 10,084 654 95,658 (4,354) 91,304 

 
日本 

（百万円） 
アメリカ 
（百万円） 

その他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 130,017 16,161 874 147,053 － 147,053 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
397 － － 397 (397) － 

計 130,414 16,161 874 147,450 (397) 147,053 

営業費用 121,375 14,664 639 136,679 1,652 138,331 

営業利益 9,038 1,496 235 10,770 (2,049) 8,721 

Ⅱ 資産 89,264 9,544 1,852 100,661 (2,796) 97,865 



３ 資産のうち、「消去又は全社」に含めた全社資産の金額は332百万円であり、その主なものは当社での余資

運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等である。 

【海外売上高】 

最近２連結会計年度の海外売上高は、次のとおりである。 

 （注）１ 国または地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

その他の地域……タイ、中国 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで） 

当連結会計年度において記載すべき関連当事者との取引はない。 

当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで） 

当連結会計年度において記載すべき関連当事者との取引はない。 

  アメリカ その他の地域 計 

前連結会計年度 

（自平成16年４月１日 

至平成17年３月31日） 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 14,902 3,158 18,060 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － 136,256 

Ⅲ 連結売上高に占める海外

売上高の割合（％） 
10.9 2.3 13.2 

当連結会計年度 

（自平成17年４月１日 

至平成18年３月31日） 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 16,464 3,577 20,041 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － 147,053 

Ⅲ 連結売上高に占める海外

売上高の割合（％） 
11.2 2.4 13.6 



（１株当たり情報） 

（注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

（重要な後発事象） 

    該当事項なし。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載していない。 

１株当たり純資産額    264円77銭

１株当たり当期純利益   41円91銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載していない。 

１株当たり純資産額   310円40銭

１株当たり当期純利益   44円46銭

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当期純利益（百万円） 4,424 5,135 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 59 75 

（うち利益処分による役員賞与金） (59) (75)  

普通株式に係る当期純利益（百万円） 4,365 5,059 

期中平均株式数（株） 104,156,673 113,822,306 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

（注）１ （ ）内書は、１年以内の償還予定額である。 

   ２ 銀行保証が付与されており、当該保証に対して財団担保が設定されている。 

   ３ 連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は以下のとおりである。 

【借入金等明細表】 

 （注）１ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載している。 

２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおり

である。 

(2）【その他】 

 該当事項なし。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

利率（％） 担保 償還期限 

プレス工業㈱ 第３回物上担保付社債 平成10.11.30 
1,500 

(1,500)

－ 

(－)
1.60 あり 

平成 

17.11.30 

同上 
第１回無担保社債 

(注)１ 
平成15.12.25 

400 

(100)

300 

(100)
0.79 なし 

平成 

20.12.25 

合計 － － 
1,900 

(1,600)

300 

(100)
－ － － 

１年以内 
（百万円） 

１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

100 100 100 － － 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 2,948 6,664 2.4 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 8,534 6,168 2.2 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 10,794 7,344 1.8 
平成19.4.30  

～平成29.3.25 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 22,277 20,177 － － 

１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

3,914 1,839 1,481 63 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１ 現金及び預金    2,802   751  

２ 受取手形 ※４  1,025   1,017  

３ 売掛金 ※４  18,214   22,094  

４ 一年以内償還予定関係
会社社債 

   －   469  

５ 原材料   179   237  

６ 仕掛品   4,180   3,696  

７ 貯蔵品   206   242  

８ 前払費用   50   33  

９ 繰延税金資産   1,451   1,070  

10 未収入金   481   247  

11 その他   249   151  

流動資産合計   28,840 37.2  30,013 36.9 

Ⅱ 固定資産        

１ 有形固定資産        

(1）建物 ※１ 14,000   14,685   

減価償却累計額  10,357 3,642  10,742 3,943  

(2）構築物 ※１ 2,573   2,646   

減価償却累計額  2,112 460  2,174 472  

(3）機械及び装置 ※１ 47,942   48,679   

減価償却累計額  40,987 6,954  41,247 7,432  

(4）車両及び運搬具  349   333   

減価償却累計額  304 44  287 46  

(5）工具器具及び備品   12,739   8,989   

減価償却累計額  11,410 1,328  8,070 919  

(6）土地 ※1,5  28,906   29,016  

(7）建設仮勘定   623   944  

有形固定資産合計   41,961 54.1  42,775 52.5 

２ 無形固定資産        

(1）借地権   28   28  

(2）ソフトウェア   14   34  

(3）その他   8   7  

無形固定資産合計   51 0.0  71 0.1 

３ 投資その他の資産        

(1）投資有価証券    578   1,951  

(2）関係会社株式   3,977   3,874  

(3）関係会社社債   1.576   657  

(4）関係会社出資金   419   925  

(5）従業員長期貸付金   101   81  

(6）関係会社長期貸付金   8   180  

(7）その他    362   1,009  

投資その他の資産計   7,024   8,681  

貸倒引当金   △286   △155  

投資その他の資産合計   6,737 8.7  8,525 10.5 

固定資産合計   48,750 62.8  51,371 63.1 

資産合計   77,590 100.0  81,385 100.0 

              

 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１ 支払手形 ※４  3,734   172  

２ 買掛金 ※４  12,728   18,041  

３ 短期借入金 ※９  －   3,500  

４ 一年以内返済予定長期
借入金 

※１  7,741   5,404  

５ 一年以内償還予定社債 ※１  1,600   100  

６ 未払金   115   436  

７ 未払費用   1,826   1,380  

８ 未払法人税等   169   1,749  

９ 未払消費税等   157   187  

10 前受金   358   130  

11 預り金   78   119  

12 賞与引当金   1,080   1,575  

13 設備支払手形   151   8  

14 その他   13   7  

流動負債合計   29,754 38.4  32,813 40.3 

Ⅱ 固定負債        

１ 社債 ※１  300   200  

２ 長期借入金 ※１  9,126   6,285  

３ 繰延税金負債    262   447  

４ 再評価に係る繰延税金
負債 

※５  10,052   10,052  

５ 環境対策引当金   －   60  

固定負債合計   19,741 25.4  17,045 21.0 

負債合計   49,496 63.8  49,859 61.3 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※２  8,070 10.4  8,070 9.9 

Ⅱ 資本剰余金        

１ 資本準備金  2,074   2,074   

２ その他資本剰余金        

自己株式処分差益  2    2    

資本剰余金合計   2,076 2.7  2,077 2.6 

Ⅲ 利益剰余金        

１ 利益準備金  25   25   

２ 任意積立金        

（1）固定資産圧縮積立金  142   125   

（2）別途積立金   －   100   

３ 当期未処分利益  2,744   5,873   

利益剰余金合計   2,912 3.7  6,125 7.5 

Ⅳ 土地再評価差額金 ※5,6  14,805 19.1  14,805 18.2 

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

  260 0.3  498 0.6 

Ⅵ 自己株式 ※３  △30 △0.0  △50 △0.1 

資本合計   28,094 36.2  31,526 38.7 

負債及び資本合計   77,590 100.0  81,385 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   113,816 100.0  119,456 100.0 

Ⅱ 売上原価        

当期製品製造原価 ※１  102,405 90.0  107,661 90.1 

売上総利益   11,411 10.0  11,794 9.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１ 製品発送費  1,026   1,214   

２ 従業員給料及び手当  1,817   1,880   

３ 従業員賞与  279   304   

４ 賞与引当金繰入額  384   338   

５ 退職給付費用  159   221   

６ 福利厚生費  480   467   

７ 減価償却費  63   61   

８ 研究開発費 ※２ 65   67   

９ 電算費  221   228   

10 その他  786 5,284 4.6 834 5,618 4.8 

営業利益   6,127 5.4  6,175 5.1 

Ⅳ 営業外収益        

１ 受取利息 ※３ 16   16   

２ 受取配当金 ※３ 0   265   

３ 固定資産賃貸収入 ※３ 106   108   

４ 有価証券利息 ※３ 24   49   

５ 為替差益   －   212   

６ その他 ※３ 12 159 0.1 42 696 0.6 

Ⅴ 営業外費用        

１ 支払利息  470   306   

２ 社債利息  30   20   

３ 租税公課  168   171   

４ 為替差損  150   －   

５ その他  122 942 0.8 94 593 0.5 

経常利益   5,344 4.7  6,278 5.2 

 



  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 特別利益        

１ 貸倒引当金戻入額  18   122   

２ 保険金収入   7   －   

３ 保険差益  － 26 0.0 89 212 0.2

Ⅶ 特別損失        

１ 固定資産除却損 ※４ 569   540   

２ 役員退職慰労金  41   －   

３ 役員退職慰労金清算額  240   －   

４ 出資金売却損  23   －   

５ 環境対策引当金繰入額  － 875 0.8 60 601 0.5 

税引前当期純利益   4,495 3.9  5,889 4.9 

法人税、住民税及び事
業税 

 73   1,701   

法人税等調整額  1,982 2,055 1.8 436 2,137 1.8 

当期純利益   2,440 2.1  3,751 3.1 

前期繰越利益   585   2,421  

合併引継未処分利益   －   42  

中間配当額   255   341  

中間配当に伴う利益準
備金積立額 

  25   －  

当期未処分利益   2,744   5,873  

        



売上原価明細書 

 原価計算の方法は、実際原価計算によっており、プレス加工用金型については個別原価計算、その他については組別総

合原価計算を採用している。 

 （注）※１ 前事業年度及び当事業年度の労務費の中には賞与引当金繰入額がそれぞれ641百万円、1,236百万円含めて

記載されている。 

※２ 経費のうち、主なものは次のとおりである。 

※３ 期首仕掛品たな卸高には、株式会社プレス工業埼玉製作所との合併による金額が302百万円含まれてい

る。  

※４ 他勘定振替高の内訳 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  77,526 74.4 80,366 73.7 

Ⅱ 労務費 ※１ 10,788 10.3 13,069 12.0 

Ⅲ 外注加工費  3,218 3.1 2,833 2.6 

Ⅳ 経費 ※２ 12,715 12.2 12,725 11.7 

当期総製造費用  104,251 100.0 108,994 100.0 

期首仕掛品たな卸高 ※３ 4,510  4,482  

合計  108,761  113,477  

他勘定振替高 ※４ 2,176  2,119  

期末仕掛品たな卸高  4,180  3,696  

当期製品製造原価  102,405  107,661  

      

項目 前事業年度（百万円） 当事業年度（百万円） 

型冶工具費 4,008 3,767 

減価償却費 2,196 2,107 

修繕費 1,330 1,575 

動力及び燃料費 1,310 1,431 

賃借料 1,997 1,709 

項目 前事業年度（百万円） 当事業年度（百万円） 

固定資産振替高 1,190 1,265 

経費ほか振替高 985 853 

計 2,176 2,119 



③【利益処分計算書】 

  
前事業年度 
株主総会承認日 

（平成17年６月29日） 

当事業年度 
株主総会承認日 

（平成18年６月29日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益     2,744   5,873 

Ⅱ 任意積立金取崩額           

固定資産圧縮積立金取崩額   16 16 14 14 

合計     2,760   5,888 

Ⅲ 利益処分額           

１．配当金   284   341   

２．役員賞与金   55   70   

３．任意積立金           

 (1) 固定資産圧縮積立金   －   32   

  (2) 固定資産圧縮特別勘 
  定積立金 

  －   15   

 (3) 別途積立金   － 339 3,900 4,359 

Ⅳ 次期繰越利益     2,421   1,528 

      



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法に基づく原価法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

移動平均法に基づく原価法 

時価のないもの 

同左 

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

時価法 同左 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

 原材料、仕掛品、貯蔵品は、いずれも

総平均法に基づく原価法によっている。 

同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法によっている。ただし、平成

10年４月１日以降に取得した建物（建

物付属設備を除く）及び工具について

は定額法によっている。 

(1）有形固定資産 

同左 

  なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同一

の基準によっている。 

 

 (2）無形固定資産 

 定額法によっている。 

 なお、償却年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっ

ている。ただし、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法によって

いる。 

(2）無形固定資産 

同左 

５ 繰延資産の処理方法   

 (1) 新株発行費 

支出時に全額費用処理している。 

(1) 新株発行費 

────── 

 (2) 社債発行差金 

 社債の償還期間（７年）にわたり均等

償却している。 

(2) 社債発行差金 

────── 

６ 外貨建資産及び負債の本

邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理している。 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

７ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上している。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき当

期に見合う分を計上している。 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当事業年

度末において発生していると認められ

る額を計上している。 

 ただし、当事業年度末においては、

年金資産が退職給付債務の見込額から

未認識会計基準変更時差異、未認識数

理計算上の差異及び未認識過去勤務債

務を控除した金額を超えているため、

投資その他の資産の「その他」として

計上している。 

 なお、会計基準変更時差異について

は15年による按分額を費用処理してい

る。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により発生の翌事業年

度より費用処理することとしている。 

 数理計算上の差異については、発生

した各事業年度における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数による

定額法により発生の翌事業年度より費

用処理することとしている。 

(3）退職給付引当金 

同左 

 ────── (4）環境対策引当金 

 当社で保管しているＰＣＢ廃棄物の

処理費用の支出に備えるため、日本環

境安全事業株式会社が公表している処

理単価に基づいて算出した処理費用見

込額を計上している。 

８ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。 

同左 

 



会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

９ ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっている。 

 また、金利スワップについて特例処

理の要件を満たしている場合には特例

処理を採用している。 

(1）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては特例処理に

よっている。 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

金利スワップ取引、金利キャップ取

引 

・ヘッジ対象 

借入金利息 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 (3）ヘッジ方針 

 借入金に係る金利変動のリスク（相

場変動リスク又はキャッシュ・フロー

変動リスク）を回避する目的で金利ス

ワップ取引及び金利キャップ取引を利

用している。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象及びヘッジ手段の相場変

動又はキャッシュ・フロー変動の累計

額を基礎として判断している。 

 だだし、特例処理によっている金利

スワップについては、有効性の評価を

省略している。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 特例処理によっている金利スワップ

については、有効性の評価を省略して

いる。 

10 その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっている。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

   当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針６号 平成15年10月31日）を適用している。 

 これによる損益に与える影響はない。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（損益計算書） 

 前事業年度において営業外費用の「その他」に含めて

表示していた為替差損（前事業年度34百万円）は、営業

外費用の合計額の100分の10を超えることとなったため当

事業年度より区分掲記している。 

 ────── 

  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 担保に供している資産及び担保付債務の内訳は次

のとおりである。 

※１ 担保に供している資産及び担保付債務の内訳は次

のとおりである。 

担保に供している資産 

種類 期末帳簿価額 

建物 2,540百万円 (2,116百万円) 

構築物 23 〃 (23 〃 ) 

機械及び装置 4,155 〃 (4,155 〃 ) 

土地 27,411 〃 (26,032 〃 ) 

計 34,130 〃 (32,327 〃 ) 

担保に供している資産 

種類 期末帳簿価額 

建物   2,446百万円 (2,046百万円) 

構築物  22  〃 (22  〃 ) 

機械及び装置   3,468 〃 (3,468 〃 ) 

土地  27,518 〃 (26,139 〃 ) 

計 33,454 〃 (31,676 〃 ) 

担保権によって担保されている債務 

内容 期末残高 

一年以内返済予定長
期借入金 

7,738百万円 (7,626百万円) 

一年以内償還予定社
債 

1,600 〃 (1,600 〃 ) 

社債 300 〃 (300 〃 ) 

長期借入金 9,106 〃 (8,984 〃 ) 

計 18,744 〃 (18,510 〃 ) 

担保権によって担保されている債務 

内容 期末残高 

一年以内返済予定長
期借入金 

4,777百万円 (4,655 百万円) 

一年以内償還予定社
債 

100 〃 (100  〃 ) 

社債 200 〃 (200  〃 ) 

長期借入金 4,391 〃 (4,391  〃 ) 

計 9,469 〃 (9,347   〃  ) 

 上記のうち、括弧内金額（内数）は、工場財団抵

当に供している資産の期末帳簿価額並びに当該債務

の期末残高である。 

 上記のうち、括弧内金額（内数）は、工場財団抵

当に供している資産の期末帳簿価額並びに当該債務

の期末残高である。 

※２ 会社が発行する株式 普通株式 240,000,000株 ※２ 会社が発行する株式 普通株式 240,000,000株 

 ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた

場合には、これに相当する株式数を減ずることとな

っている。 

 ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた

場合には、これに相当する株式数を減ずることとな

っている。 

発行済株式総数 普通株式 114,007,210株 発行済株式総数 普通株式 114,007,210株 

※３ 自己株式の保有数 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式166,378

株である。 

※３ 自己株式の保有数 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式204,317

株である。 

 



前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※４ 関係会社に係る注記 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する主なものは次のとおりである。 

※４ 関係会社に係る注記 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する主なものは次のとおりである。 

受取手形及び売掛金 3,111百万円 

支払手形及び買掛金 1,572 〃

受取手形及び売掛金 2,712百万円 

支払手形及び買掛金 1,286 〃

※５ 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一

部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律第24

号）に基づき事業用の土地の再評価を行い、再評価

差額金から再評価に係る繰延税金負債の金額を控除

した金額を土地再評価差額金として資本の部に計上

している。 

※５ 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一

部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律第24

号）に基づき事業用の土地の再評価を行い、再評価

差額金から再評価に係る繰延税金負債の金額を控除

した金額を土地再評価差額金として資本の部に計上

している。 

 土地の再評価の方法については、土地の再評価に

関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119

号）第２条第３号に定める地方税法（昭和25年法律

第226号）第341条第10号の土地課税台帳又は同条第

11号の土地補充課税台帳に登録されている価格に合

理的な調整を行って算出する方法による。 

 土地の再評価の方法については、土地の再評価に

関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119

号）第２条第３号に定める地方税法（昭和25年法律

第226号）第341条第10号の土地課税台帳又は同条第

11号の土地補充課税台帳に登録されている価格に合

理的な調整を行って算出する方法による。 

再評価を行った年月日 平成12年３月31日

再評価を行った土地の期末に

おける時価と再評価後の帳簿

価額との差額 

    △7,838百万円

再評価を行った年月日 平成12年３月31日

再評価を行った土地の期末に

おける時価と再評価後の帳簿

価額との差額 

    △9,791百万円

※６ 土地再評価差額金は、土地の再評価に関する法律

第７条の２第１項の規定により、配当に充当するこ

とが制限されている。 

※６          同左 

 ７ 平成14年６月27日開催の定時株主総会において、

下記の欠損てん補を行っている。 

資本準備金 2,004百万円 

利益準備金 1,413 〃

 ７                ────── 

     

     

 ８ 配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は260百万円で

ある。 

 ８ 配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は498百万円で

ある。 

 ９ 当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行４行と当座貸越契約及び貸出コミット

メント契約を締結している。当事業年度末に係る借

入金未実行残高等は次のとおりである。 

当座貸越限度額及び貸出コ

ミットメントの総額 

8,000百万円 

借入実行残高 － 〃 

差引額 8,000 〃 

※９ 当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行４行と当座貸越契約及び貸出コミット

メント契約を締結している。当事業年度末に係る借

入金未実行残高等は次のとおりである。 

当座貸越限度額及び貸出コ

ミットメントの総額 

8,500百万円 

借入実行残高 3,500 〃 

差引額 5,000 〃 

 



前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

 10 （偶発債務）  10 （偶発債務） 

 下記の会社等に関して債務保証を行っている。  下記の会社等に関して債務保証を行っている。 

 上記のうち、PK U.S.A.,INC.の867百万円(US$8,082

千）については、工場設備のリース債務に係る保証

であり、その他は金融機関借入金に対する債務保証

である。 

被保証者名 保証金額 

関係会社 

PK U.S.A.,INC. 
2,590百万円 

(US$24,122千)

THAI SUMMIT PKK  
CO.,LTD. 

458百万円 

(THB167,175千)

BLUE RIVER STAMPING, 
INC. 

174百万円 

(US$1,627千)

鈑金工業㈱ 109百万円 

㈱ピーケーサービス 60 〃 

㈱テクモ 60 〃 

ピー・アンド・ケー物
流㈱ 

45 〃 

信和塗装工業㈱ 32 〃 

㈱協和製作所 163 〃 

蘇州普美駕駛室有限公
司 

165 〃 

(RMB13,000千)

従業員 
（住宅ローンに対する債務保証額） 

6 百万円

計 3,866 〃 

 上記のうち、PK U.S.A.,INC.の866百万円(US$7,374

千）については、工場設備のリース債務に係る保証

であり、その他は金融機関借入金に対する債務保証

である。 

  

被保証者名 保証金額 

関係会社 

PK U.S.A.,INC. 
2,111百万円 

(US$17,974千)

THAI SUMMIT PKK  
CO.,LTD. 

506百万円 

(THB167,175千)

鈑金工業㈱ 52百万円 

㈱ピーケーサービス 40 〃 

㈱テクモ 40 〃 

ピー・アンド・ケー物
流㈱ 

30 〃 

信和塗装工業㈱ 20 〃 

㈱協和製作所 330 〃 

蘇州普美駕駛室有限公
司 

95 〃 

(RMB6,500千)

従業員 
（住宅ローンに対する債務保証額） 

1 百万円

計 3,227 〃 

    



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 製品は完成と同時にただちに出荷販売されるの

で、製品製造原価は製品勘定を経由せず、直接売上

原価として処理されている。 

※１          同左 

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は65百万円であ

る。 

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は67百万円であ

る。 

※３ 関係会社に係る注記 

固定資産賃貸収入 45百万円 

有価証券利息 24 〃 

※３ 関係会社に係る注記 

受取配当金 262百万円 

その他の営業外収益 78百万円 

※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりである。 ※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりである。 

建物 5百万円 

構築物 0 〃 

機械及び装置 124 〃 

車両及び運搬具 0 〃 

工具器具及び備品 438 〃 

     

建物 98百万円 

構築物 40 〃 

機械及び装置 179 〃 

車両及び運搬具 4 〃 

工具器具及び備品 218 〃 

     



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前事業年度末（平成17年３月31日現在）及び当事業年度末（平成18年３月31日現在）における子会社株式及び関

連会社株式で時価のあるものはない。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） （借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

機械及び装置 1,544 566 977 

工具器具及び
備品 

3,464 2,140 1,324 

その他 
(車両、無形
固定資産) 

201 132 69 

合計 5,210 2,838 2,371 

 
取得価額相
当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

機械及び装置 2,018 1,149 868 

工具器具及び
備品 

2,518 1,493 1,025 

その他 
(車両、無形
固定資産) 

147 117 30 

合計 4,683 2,759 1,924 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 1,170百万円 

１年超 1,243 〃 

合計 2,413 〃 

１年以内 898百万円 

１年超 1,067 〃 

合計 1,966 〃 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 1,761百万円 

減価償却費相当額 1,603 〃 

支払利息相当額 118 〃 

支払リース料 1,399百万円 

減価償却費相当額 1,273 〃 

支払利息相当額 89 〃 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価

保証の取決めがある場合には残価保証額）とする定

額法によっている。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっている。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 

（借主側） （借主側） 

未経過リース料 未経過リース料 

１年以内 6百万円 

１年超 9 〃 

合計 16 〃 

 （減損損失について） 

   リース資産に配分された減損損失はない。 

１年以内 9百万円 

１年超 6 〃 

合計 3 〃 



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産）   

賞与引当金 436百万円 

繰越欠損金 916 〃 

その他 398 〃 

繰延税金資産小計 1,751 〃 

評価性引当額 △299 〃 

繰延税金資産合計 1,451 〃 

（繰延税金負債）   

固定資産圧縮積立金 △85 〃 

その他有価証券評価差額金 △176   

繰延税金負債合計 △262 〃 

繰延税金資産の純額 1,189 〃 

（繰延税金資産）   

賞与引当金 684百万円 

繰越欠損金 － 〃 

その他 465 〃 

繰延税金資産小計 1,149 〃 

評価性引当額 △79 〃 

繰延税金資産合計 1,070 〃 

（繰延税金負債）   

固定資産圧縮積立金 △108 〃 

その他有価証券評価差額金 △338   

繰延税金負債合計 △447 〃 

繰延税金資産の純額 623 〃 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.4％ 

（調整）   

交際費等永久に損金算入されない項目 0.4 〃

住民税均等割等 1.6 〃

評価性引当額増減 1.6 〃

その他 1.7 〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.7 〃

法定実効税率 40.4％ 

（調整）   

交際費等永久に損金算入されない項目 0.4 〃

住民税均等割等 0.3 〃

評価性引当額増減 △3.7 〃

その他 △1.2 〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.2 〃



（１株当たり情報） 

（注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

（重要な後発事象） 

    該当事項なし。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額    246円79銭

１株当たり当期純利益 22円90銭

１株当たり純資産額      277円２銭

１株当たり当期純利益   32円35銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載していない。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載していない。 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当期純利益（百万円） 2,440 3,751 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 55 70 

（うち利益処分による役員賞与金） (55) (70) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,385 3,681 

期中平均株式数（株） 104,156,673 113,822,306 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

 （注） ㈱三菱東京フィナンシャル・グループと㈱UFJホールディングスは平成17年10月１日付で合併し、㈱三菱UFJフ  

      ィナンシャル・グループとなっている。 

【有形固定資産等明細表】 

 （注）１ 当期増加額には、㈱プレス工業埼玉製作所との合併による増加額が次のとおり含まれている。 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証券 
その他有

価証券  

いすゞ自動車㈱ 1,106,858 480 

自動車部品工業㈱ 575,000 448 

㈱ソディック 219,400 428 

㈱TBK 291,000 252 

河西工業㈱ 354,000 213 

同和鉱業㈱ 76,000 106 

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 3.36 6 

㈱HIVEC 80 4 

㈱宮津製作所 4,000 4 

㈱自動車部品会館 75,800 3 

その他(３銘柄) 818 3 

計 2,702,959.36 1,951 

資産の種類 
前期末残高 

（百万円） 

当期増加額 

（百万円） 

当期減少額 

（百万円） 

当期末残高 

（百万円） 

当期末減価償

却累計額又は

償却累計額 

(百万円) 

当期償却額 

（百万円） 

差引当期末残

高（百万円） 

有形固定資産        

建物 14,000 1,457 772 14,685 10,742 334 3,943 

構築物 2,573 296 222 2,646 2,174 53 472 

機械及び装置 47,942 3,025 2,287 48,679 41,247 1,263 7,432 

車両及び運搬具 349 72 88 333 287 15 46 

工具器具及び備品 12,739 436 4,185 8,989 8,070 493 919 

土地 28,906 109 － 29,016 － － 29,016 

建設仮勘定 623 1,281 960 944 － － 944 

有形固定資産計 107,134 6,679 8,516 105,297 62,521 2,161 42,775 

無形固定資産        

借地権 － － － 28 － － 28 

ソフトウェア － － － 55 21 8 34 

その他 

（施設利用権） 
－ － － 9 1 0 7 

無形固定資産計 － － － 94 23 9 71 

資産の種類 金額（百万円） 資産の種類 金額（百万円） 

建物 1,050 車両及び運搬具 65 

構築物 244 工具器具及び備品 172 

機械及び装置 1,460 土地 109 



２ 当期増加額(上記１による増加額を除く)のうち主なものは次のとおりである。 

３ 当期減少額のうち主なものは次のとおりである。 

４ 無形固定資産の金額が資産総額の百分の一以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減

少額」の記載を省略している。 

資産の種類 摘要 金額（百万円） 

 機械及び装置 

川崎工場 

プレス加工設備 60 

アクスルハウジング組立設備 43 

フレーム組立設備 12 

藤沢工場 
アクスルハウジング組立設備 151 

フレーム組立設備 48 

尾道工場 

完成車組立設備 196 

フレーム組立設備 54 

建設機械用キャブ組立設備 13 

プレス加工設備 9 

アクスルハウジング組立設備 8 

宇都宮工場 

プレス加工設備 608 

アクスルハウジング組立設備  26 

フレーム組立設備 19 

建設仮勘定 

川崎工場 厚生会館改装 46 

藤沢工場  

厚生会館改装 67 

金型加工設備  9 

フレーム組立設備  8 

尾道工場 建設機械用キャブ組立設備  7 

宇都宮工場 プレス加工設備  90 

埼玉工場 フレーム組立設備  24 

各工場 金型及び治具 683 

資産の種類 摘要 金額（百万円） 

建物 藤沢工場 

パネル工場附属設備 360 

フレーム工場附属設備 165 

アクスルハウジング工場附属設備 75 

機械及び装置 

藤沢工場 

フレーム組立設備 911 

パネル製作設備 379 

アクスルハウジング組立設備 170 

立体駐車装置組立設備 20 

プレス加工設備 14 

宇都宮工場 

プレス加工設備 52 

アクスルハウジング組立設備 23 

フレーム組立設備 19 

埼玉工場 
フレーム組立設備 248 

アクスルハウジング組立設備 27 

工具器具及び備品 

 藤沢工場 

フレーム組立治具 1,221 

パネル製作治具 487 

プレス金型 214 

アクスルハウジング組立治具 189 

宇都宮工場 
プレス金型 1,703 

アクスルハウジング組立治具 87 



【資本金等明細表】 

 （注）１ 当期末における自己株式は、204,317株である。 

２ 当期増加額は、自己株式の処分による差益である。 

３ 当期減少額は、前期決算の利益処分によるものである。 

４ 当期増加額は、平成17年４月１日付で㈱プレス工業埼玉製作所を合併したことによる。 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額(その他)は、回収による戻入である。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円） 8,070 － － 8,070 

資本金のうち既

発行株式 

普通株式（注）１ （株） (114,007,210) (－) (－)  (114,007,210) 

普通株式 （百万円） 8,070 － － 8,070 

計 （株） (114,007,210) (－)  (－)  (114,007,210) 

計 （百万円） 8,070 － － 8,070 

資本準備金及び

その他資本剰余

金 

(資本準備金)           

株式払込剰余金 （百万円） 2,074 － － 2,074 

(その他資本剰余金)           

自己株式処分差益

（注）２ 
（百万円） 2 0 － 2 

計 （百万円） 2,076 0 － 2,077 

利益準備金及び

任意積立金 

(利益準備金) （百万円） 25 － － 25 

(任意積立金)           

固定資産圧縮積立金

（注）３  
（百万円） 142 － 16 125 

 別途積立金（注）４ （百万円） － 100 － 100 

計 （百万円） 168 100 16 251 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 286 1 9 122 155 

賞与引当金 1,080 1,575 1,080 － 1,575 

環境対策引当金 － 60 － － 60 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

(a）流動資産 

(イ）現金及び預金 

(ロ）受取手形 

相手先別内訳 

期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 3 

預金  

当座預金 3 

普通預金 734 

納税準備預金 0 

別段預金 10 

小計 748 

合計 751 

相手先 金額（百万円） 

住友建機製造㈱ 665 

ベバストジャパン㈱ 72 

㈱富士テクニカ 67 

長野工業㈱ 60 

東プレ㈱ 44 

その他 108 

合計 1,017 

期日別 金額（百万円） 

平成18年４月満期 213 

５月満期 239 

６月満期 207 

７月以降満期 355 

合計 1,017 



(ハ）売掛金 

相手先別内訳 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

（注） 当期発生高には、消費税等（5,762百万円）が含まれている。 

(ニ）原材料 

(ホ）仕掛品 

相手先 金額（百万円） 

いすゞ自動車㈱ 4,443 

マツダ㈱ 3,926 

日産ディーゼル㈱  2,933 

三菱ふそうトラック・バス㈱ 1,350 

新キャタピラー三菱㈱ 1,242 

その他 8,197 

合計 22,094 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ) 
(Ｃ) 

───── 
(Ａ) ＋ (Ｂ)

× 100 

(Ａ) ＋ (Ｄ) 
───── 
２ 

────── 
(Ｂ) 

───── 
365 

18,214 125,218 121,338 22,094 84.6 58.7 

内容 金額（百万円） 

主要材料（鋼板） 237 

合計 237 

内訳 金額（百万円） 

自動車部分品  

フレーム 904 

アクスルケース 1,158 

パネル 249 

サスペンション 9 

その他 121 

小計 2,443 

自動車組立 91 

建設機械用部分品 140 

自動車用プレス金型及び組立機器 963 

建築関連部品 57 

合計 3,696 



(ヘ）貯蔵品 

(b）固定資産 

関係会社株式 

内容 金額（百万円） 

工場消耗工具器具備品 54 

副資材・その他 187 

合計 242 

内容 金額（百万円） 

(子会社株式)   

PK U.S.A. INC. 1,865 

鈑金工業㈱ 240 

㈱協和製作所 150 

㈱テクモ 105 

㈱ピーケーサービス 101 

㈱ピーケーシー 79 

尾道プレス工業㈱ 79 

ピー・アンド・ケー物流㈱ 67 

信和塗装工業㈱ 60 

OCEAN STREAM ENTERPRISE,INC. 50 

PRESS KOGYO (THAILAND) CO.,LTD. 35 

(関連会社株式)   

THAI SUMMIT PKK CO.,LTD. 500 

THAI SUMMIT PKK BANGNA CO.,LTD.  282 

PP Press & Platgruppen AB  143 

THAI SUMMIT PKK ENGINEERING CO.,LTD. 74 

山本商事㈱ 37 

合計 3,874 



(c）流動負債 

(イ）支払手形 

相手先別内訳 

期日別内訳 

(ロ）買掛金 

相手先別内訳 

相手先 支払手形（百万円） 

㈱デンソー  72 

㈱東海鉄工所 17 

マツダスチール㈱ 15 

㈱深井製作所 7 

㈱呉鉄工所 7 

その他  53 

合計 172 

期日別 支払手形（百万円） 

平成18年４月満期 76 

５月満期 34 

６月満期 43 

７月以降満期 18 

合計 172 

相手先 金額（百万円） 

マツダ㈱  5,098 

日産ディーゼル工業㈱ 1,908 

住金物産㈱ 1,521 

いすゞ自動車㈱ 648 

三菱ふそうトラック・バス㈱ 610 

その他 8,253 

合計 18,041 



(ハ）一年以内返済予定長期借入金 

(d）固定負債 

(イ）長期借入金 

(ロ）再評価に係る繰延税金負債 

(3）【その他】 

 該当事項なし。 

借入先 金額（百万円） 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 1,232 

㈱みずほコーポレート銀行 1,034 

㈱三井住友銀行 1,012 

㈱りそな銀行 894 

㈱横浜銀行 447 

その他 785 

合計 5,404 

借入先 金額（百万円） 

㈱三井住友銀行 1,373 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 1,295 

㈱みずほコーポレート銀行 1,110 

㈱りそな銀行 1,138 

㈱あおぞら銀行 334 

その他 1,035 

合計 6,285 

内容 金額（百万円） 

事業用の土地の再評価に係る繰延税金負債 10,052 

合計 10,052 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 

１株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券、

100,000株券、100株未満の株式については、その株式数を表示した株券 

なお、単元未満株式に係る株券は発行しない。 

但し、株式取扱規則に定めるところについてはこの限りではない。 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国支店 

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故その他

のやむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。 

公告掲載ＵＲＬ 

 http://www.presskogyo.co.jp 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

   当社は、親会社等はない。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

(1)  有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第103期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出 

(2)  半期報告書 

 （第104期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年9月30日）平成17年12月15日関東財務局長に提出。  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項なし。 



独立監査人の監査報告書 

  平成17年６月29日

プレス工業株式会社   

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 中島 祐二  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 和田 正夫  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

プレス工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、プレ

ス工業株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年６月29日

プレス工業株式会社   

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 中島 祐二  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 和田 正夫  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

プレス工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、プレ

ス工業株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成17年６月29日

プレス工業株式会社   

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 中島 祐二  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 和田 正夫  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

プレス工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第103期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、 

プレス工業株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年６月29日

プレス工業株式会社   

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 中島 祐二  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 和田 正夫  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

プレス工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第104期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、 

プレス工業株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。 
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